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第１章 本報告書の趣旨 

１ 根拠法令 

  本報告書は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第２６

条の規定に基づき、令和４年度における松本市教育委員会の事務の管理及び執行の状況の点検及

び評価について報告するものです。 

 

  ○地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抜粋） 

   第２６条  教育委員会は、毎年、その権限に属する事務の管理及び執行の状況について 

点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、これを議会に提出するとともに、 

公表しなければならない。 

   ２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有する 

者の知見の活用を図るものとする。 

 

２ 松本市教育委員会事務点検評価委員会 

 ⑴ 委員会の設置 

教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価について、令和３年度

までは松本市社会教育委員の職務としてきましたが、法の趣旨に則り、より専門的な知見で点

検評価を実施するため、令和４年度以降は、新たに松本市教育委員会事務点検評価委員会を設

置し、当該委員会の委員の職務とすることとしました。 

 

⑵ 委員名簿                任期：令和４年４月１日～令和６年３月３１日 

区分 氏名 備考 

学識経験者 荒井 英治郎 

松本市教育顧問 

信州大学教職支援センター准教授 

第３次松本市教育振興基本計画策定委員長 

学校教育関係者 杉村 修一 

長野県高等学校長会 事務局長 

前松本県ヶ丘高等学校長 

前松本市社会教育委員 

社会教育関係者 伊東 直登 

松本市図書館協議会長 

第３次松本市教育振興基本計画策定委員 

学都松本推進協議会 副会長 

 

３ 点検・評価の方法（取組経過） 

 ⑴ 重点目標の設定      （Ｒ４．４）              【Ｐ（プラン）】 

   年度当初に各課で重点目標を設定し、５月の定例教育委員会へ報告しました。 

 ⑵ 各課における事務事業の実施（Ｒ４．４～Ｒ５．３）         【Ｄ（ドゥー）】 

   重点目標を中心に、各課において事務事業に取り組みました。 

 ⑶ 各課による総括及び自己評価（Ｒ５．３）           【Ｃ（自らチェック）】 
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ア 各課で重点目標ごとに１年間の事業成果及び課題と方向性をまとめました。 

  イ 各課で事務事業全体を総括し、３段階で自己評価（※）を行いました。 

  ウ ⑴、⑵の内容について、３月の定例教育委員会に報告しました。 

※自己評価の基準 

評価 評価の基準 

Ａ 設定した目標以上の成果をあげた 

Ｂ 設定した目標を達成することができた 

Ｃ 目標を達成できないものがあった 

 ⑷ 松本市教育委員会事務点検評価委員による評価（Ｒ５．６）【Ｃ（外部チェック）】 

  ア 各課の重点目標ごとの事業成果、課題と方向性及び自己評価について、松本市教育委員会

事務点検評価委員が各課長にヒアリングを行いました。 

  イ アを踏まえ、松本市教育委員会事務点検評価委員の評価意見をまとめました。 

 ⑸ 松本市教育委員会における改善方針のまとめ     （Ｒ５．７）【Ａ（アクション）】 

  ア 松本市教育委員会事務点検評価委員の意見を受けて、各課が改善方針をまとめました。 

  イ ７月の定例教育委員会において、各課の改善方針を含めた点検・評価の内容を協議し、必 

要に応じて修正を加えました。 
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第２章 教育の基本計画 

１ 松本市教育大綱 

令和４年２月１４日に令和３年度第３回松本市総合教育会議を開催し、教育長及び教育委員と

の計４回にわたる協議を踏まえ、市長が松本市教育大綱を策定しました。 
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２ 教育大綱と教育振興基本計画の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 第３次松本市教育振興基本計画 

 ⑴ 計画策定の趣旨 

令和４年６月に、教育委員会としてのめざすべき方向性及び目標を明らかにし、その目標ご

との具体的な事業などを定めた松本市教育振興基本計画「子どもの育ちと市民の学びを支える

学都松本」を策定しました。 

 ⑵ 計画の構成 

この計画は、各分野の方針ごと【現状と課題】【施策の方向性】【主要事業一覧】の３つで構

成されています。 

急速に変化する社会情勢や、多様化する市民ニーズ（アンケート調査結果など）を踏まえて

【現状と課題】を概括し、今後５年間の計画期間で特に重点的に取り組む【施策の方向性】を

記載しています。また、【主要事業一覧】は、この【施策の方向性】に関連する既存（令和３

年度）の事業を一覧で掲載しています。 

 ⑶ 計画の期間 

   ２０２２年（令和４年）から２０２６年（令和８年）までの５年間としています。 

⑷ 計画の基本的理念 ～子どもの育ちと市民の学びを支える学都松本～ 

生きることは学ぶこと。学ぶことは生きること。 

   自分らしく生きるために欠かすことのできない学び。そのためには、一人ひとりのいのちの

尊厳が守られなければなりません。 

   すべての人が互いを認め合い、自分らしく生きていく、その権利を保障していく。 

   すべての人がさまざまな経験を積み重ね、自分らしい学びを深めていく、その機会を保障し

ていく。 

   松本市は「子どもの権利に関する条例」を制定し、「すべての子どもにやさしいまち」を目指

しています。 

   子どもにやさしいまちは、すべての市民にとっても、魅力あるまちとなります。 

   大人は、子どもの声に耳を傾け、その思いや気持ちを受け止め、健やかな育ちと豊かな学び

を支えていく。 

   子どもも大人も、生涯を通じて学び続け、ともに成長し、自分らしく生きていく。 

   松本市は、「子どもの育ちと市民の学びを支える学都松本」を実現していきます。 
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⑸ 計画の特徴 

ア 複数の担当課が一つの事業を連携・協働して推進する姿勢を複合的な体系図として示すこ

ととしました。 

イ 教育にかかわるすべての事業を「遊び」や「体験」の要素を意識して推進していきます。 

ウ 松本の地域全体で、子どもも大人も生涯を通じて学び続けていくことを支えます。 

 

⑹ 計画のキャッチフレーズ 

   「学びに、遊びや体験を。生涯を通じた学びを保障する松本まるごと学都構想」 

私たちは、学びを支える「楽しさ」を奪い、子どもにとっての豊かな学びの可能性を狭めて

こなかったでしょうか。 

学びを動かしていく原動力には、もっと知りたい、もっと深めたいという興味・関心や好奇

心があります。 

   夢中になって遊ぶこと（遊育）。 

他者との関わりのなかで心を動かされること（情動） 

こうした経験の積み重ねが、学びに対する意欲を喚起し、多様性・創造性・主体性を育む資

質や能力の育成につながっていくものと考えます。 

そこで、第３次計画では、教育にかかわるすべての事業を、「遊び」や「体験」の要素を意

識して推進していくこととしました。 

 

⑺ 計画の体系図 
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⑻ 計画策定までの経過 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑼ 計画の策定委員会 

     ◎ 会長 

区  分 氏  名 所属団体等（令和４年３月３１日時点） 

学校教育関係 

本 田  秀 夫 
国立大学法人信州大学医学部 

子どものこころの発達医学教室教授 

宮 坂  俊 之 丸ノ内中学校長 

小 松   崇 才教学園校長 

小 田  貴 幸 松本市ＰＴＡ連合会幹事 

西 口  恵 利 子 松本市子ども会育成連合会副会長 

海 野  暁 光 長野県保育連盟会長 

西 森  尚 己 はぐルッポ代表 

高 橋  和 幸 子どもとメディア信州幹事 

社会教育関係 

◎荒 井  英 治 郎 信州大学教職支援センター准教授 

向 井   健 
松本大学総合経営学部観光ホスピタリティ学科 

准教授 

伊 東  直 登 松本大学図書館長 

木 下  千 夏 松本市子ども日本語教育センター日本語教育支援員 

久 保   愛 特定非営利法人ワーカーズコープ松本事業所長 

  （任期 令和４年６月まで） 
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第３章 点検・評価の報告 

 

１ 教育委員の活動状況 

⑴ 教育委員                 （令和４年４月１日～令和５年３月３１日） 

氏
ふり

  名
がな

 就任年月日 任期（）は期数 職名等 備考 

小 栁
こ や な ぎ

 廣
ひ ろ

幸
ゆき

 R3. 4. 1 R7. 3.31 （1） 職務代理者 
 

橋 本
は し も と

 要 人
か な め

 H30.12.26 R4.12.25 （1）  
 

 

佐
さ

 藤
とう

  佳
よし

 子
こ

 R2.12.25 R6.12.24 （1）  
 

春 原
す の は ら

 啓 子
け い こ

 R3.12.26 R7.12.25 （1）  
 

福 澤
ふくざわ

  崇
た か

浩
ひろ

 R4.12.26 R8.12.25 （1）  
 

 

⑵ 教育委員会 

ア 定例教育委員会 毎月１回開催 計１２回 

イ 臨時教育委員会 不定期開催 ６回 

 

 ⑶ 総合教育会議 

  ア 第１回 「人口定常化に向けた教育環境の充実」             ５月２６日 

  イ 第２回 「地域に開かれた学校づくりについて～部活動の地域移行について」 

１１月２４日 

 ⑷ 教育委員研究会 １０回 

 

⑸ 関係団体との懇談会 

ア スクールソーシャルワーカーとの意見交換会         ９月２２日、３月１７日 

イ 市ＰＴＡ連合会との意見交換会                     １月１９日 

 

⑹ 学校訪問 

  教育委員の学校訪問                            計１４回 

 

⑺ 研修 

長野県市町村教育委員会連絡協議会研修総会（オンライン開催）  

 

⑻ その他 

   長野県市町村教育委員会連絡協議会、長野県都市教育委員会連絡協議会 
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Ⅱ 各課の報告 
令和４年度事務事業報告 

教育政策課  
 

１ 教育政策課の概要 
 教育行政の総合的な企画・調整を行い、各課との連携を図ります。コロナ禍によって大きく世

の中が変容する中、これからの時代を生きるために必要な力は何か等、社会の変化に対応したこ

れからの教育のあり方を見定め、「学都松本」のシンカのために、近隣市町村、長野県との連携や、

広く市民と協働しながら事務事業を実施し、その成果を広く発信していきます。 

 

２ 教育政策課の総合評価 

 自己評価 評価の理由 

重点目標の 

達成度 Ａ 

学都松本寺子屋事業を開始し、プラットフォームの基盤づくりを行

いました。また、第３次計画のテーマ「学びに遊びや体験を。」に沿

って体験学習を次年度以降の対象に加える形に要綱を改正しました。 

子育て世代の地方への一時的な移住や地方と都会との二拠点生活

などライフスタイルの変化に伴い、体験的に短期間通学できる新たな

区域外就学制度「松本デュアルスクール」を導入する準備を進めまし

た。来年度からは、大野川小中学校において積極的に推進します。 

スポーツ庁等の提言を踏まえ、来年度から中学校の部活動を段階的

に地域クラブ活動に移行していくため、部活動の現状や課題等につい

て学校や競技団体、保護者等と意見交換を行うなど、部局横断で取組

みを始めました。 

教員の働き方改革を推進する、経済産業省受託事業「未来の教室」

事業を外部コンサルからの指導を得ながら波田小学校とともに実践

し、日課の変更を実施するなど、授業改善に向けた校内プロジェクト

に着手しました。 

中核市への移行に伴い、市独自の教職員研修を企画・運営するため、

松本市教職員研修計画を策定しました。「子どもが主人公」を実践す

る視点で、目指す教師像や研修の重点を明確化し、松本市の特色や教

育課題に即した独自の研修を実施します。 

社会情勢への

対応（任意） 

子どもたちの公教育の多様化として、安曇小中学校へ小規模特認校制を導入しま

した。低学年の入学者が多かったことで、高学年の児童生徒に社会性が育まれた姿

が見られ、学校全体の活性化に繋がりました。また、新たな区域外就学制度「松本

デュアルスクール」を導入する準備を進めました。 

市民が教育行政の取組みに関心をもってもらえるよう、教育委員会サブサイトを

新たに構築し、定期的な教育長通信や最新情報の発信に努めました。また、教育委

員会 YouTube サイトでも教育コンテンツの動画配信を行いました。 

事務事業の効

率化（任意） 

教育委員会課長会議やシンカ会議の開催方法について、Zoom を使ったオンライン

参加も可能とし、効率化を図りました。 

 

３ 令和４年度における重点目標の成果と課題     【第３次計画において関連する分野・方針】 

⑴ 第３次教育振興基本計画に基づく事業推進及び進捗確認（新規） 
これからの市の教育の目指す姿を見据え、新たに第３次教育振興基本計画を策定「施策の方向

性」に沿って事業を推進、進捗状況を確認 
＜具体的な進め方等＞ 

・市民の協力を得られるよう、多様な広報媒体を活用し、広く周知 

・円滑な推進に向け、横断的に支援し、柔軟に総合調整 

・各課重点目標は、第３次計画の「施策の方向性」に沿ったものとし、点検・評価、本計画の

進捗状況の確認 
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 ア 事業成果 

 (ｱ) 事業の達成状況 

    第３次教育振興基本計画案について、３月から４月にかけてパブリックコメントを実施し、

出された意見を踏まえ、６月に策定しました。その後、ホームページでの周知に努めました。 

 (ｲ) 第３次計画において位置づけた「関連する分野・方針」との連携についての達成状況 

    【第３次計画策定事業で、関連する分野・方針が無いため非該当】 

イ 課題と方向性 

  第３次計画に位置付けて実施する事業について、複数課が連携し、部局横断的に取り組むことに

注力するとともに、取組状況等について評価を行います。 

⑵ 情報発信力の強化（継続） 
市民が教育行政の取組みに関心を持ち、理解を深めてもら

えるような情報発信力を強化。 
   ＜具体的な進め方等＞ 

・市ホームページのリニューアルに伴い、独立して設置した

教育委員会小サイトについて見直しとコンテンツの充実化 

・庁内関係課、学校・民間事業者等とも連携し、子どもたち

の学びの動画コンテンツの制作、配信 

【第３次計画において関連する 

分野・方針】 

２－４ 多様な遊びと学びの機会の保障 

４－１ 社会教育活動の充実 

 

 ア 事業成果 

 (ｱ) 事業の達成状況 

    市ホームページのリニューアルに合わせ、教育委員会サブサイトを構築し、定期的に教育長

通信を発信したほか、最新情報の発信に努めました。また、松本市教育委員会の YouTube チャ

ンネルでは、民間業者と連携し、安曇小中学校の上高地学習について動画コンテンツを配信し

たほか、各課と連携して動画コンテンツの制作、配信を行いました（3 月 6 日時点で全 54件の

動画をアップロード、視聴回数は延べ 1369 回）。 

 (ｲ) 第３次計画において位置づけた「関連する分野・方針」との連携についての達成状況 

    ホームページのコンテンツ項目を見直すとともに、サイトデザインを一新。教育委員会のト

ップページにタイル型のメニューボタンを配置するなど、ユニバーサルデザインを意識した、

誰でも見やすいサイトレイアウトを構築しました。（２－４） 

イ 課題と方向性 

サイト構成を定期的に見直し、ユーザービリティの向上や動画コンテンツとの連携など、より

アクセスしやすいサイト構築を行います。 

⑶ 人口定常化につなげる教育施策の推進（新規） 
「子どもを主人公とし、その学びを地域社会全体で支える

こと」を学都松本の根本に据え、「すべての子どもにやさしい

まち」を目指す取組みを通じて、人口の定常化につなげる。 
  ＜具体的な進め方等＞ 

・小規模校の様々な学びの可能性を探る、ニーズ把握 

・二拠点居住や地方移住、教育移住のニーズ把握 

・異年齢集団による学び合いや、体験を重視した主体的、

対話的で深い学びなど、一人ひとりの可能性を引き出す

学びの改革の推進。魅力的な学校環境整備。多様な学び

のあり方を研究 

【第３次計画において関連する 

分野・方針】 

２－１ 学童期の遊びと学びの充実 

２－４ 多様な遊びと学びの機会の保障 

２－５ 子ども関係施設等の整備・充実 

８－２ 学校・家庭・地域の連携・協働

の推進 

８－３ 地域づくりの推進 

 ア 事業成果 

 (ｱ) 事業の達成状況 

ａ 令和４年度から安曇小中学校に小規模特認校制を導入し、子どもたちの学びの選択肢を広

げる取組みを実施しました。 

ｂ 令和５年度から大野川小中学校に新たな区域外就学制度「松本デュアルスクール」を導入

する準備を進めました。 

 (ｲ) 第３次計画において位置づけた「関連する分野・方針」との連携についての達成状況 

     ａ  通学区域外からの就学により、多様な児童生徒が豊かに関わり合う学びにつなげることが

できました。（２－４） 

ｂ  小規模特認校制導入に当たっては、学校、家庭のみならず、地域住民にも説明しながら 
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理解と協力を得て進めることができました。（８－２、８－３） 

イ 課題と方向性 

  来年度、県外からの地方移住等に伴う新たな区域外就学制度「松本デュアルスクール」の大野川 

小中学校への積極活用に当たり、利用しやすい制度を目指すため、住環境の整備も一体として考 

えながら制度を構築していきます。 
 

⑷ 学都松本寺子屋事業の推進（新規） 

子どもに豊かな学びの機会を提供することにより、子ども

たちの学習習慣の定着や、学習意欲・学力・自己肯定感等の

向上 

＜具体的な進め方等＞ 

・第三の居場所での学習支援を行う団体に交付金を交付 

・寺子屋先生・寺子屋サポーターの募集・登録・紹介 

・学習支援者の研修 

【第３次計画において関連する 

分野・方針】 

１－３ 子どもの居場所づくりの推進 

２－１ 学童期の遊びと学びの充実 

２－４ 多様な遊びと学びの機会の保障 

３－１ 子どもの権利保障と環境づくり

の推進 

８－２ 学校・家庭・地域の連携・協働

の推進 

８－３ 地域づくりの推進 

 ア 事業成果 

 (ｱ) 事業の達成状況 

今年度５団体を目標としていた、学都松本寺子屋事業実施団体は８団体が実施、寺子屋先

生・サポーターは１４名が登録し、実施団体の先生・サポーターとともに研修会を実施しまし

た。また、実施団体同士の意見交換会を開催し、活動内容・工夫点等の情報交換を行いました。 

 (ｲ) 第３次計画において位置づけた「関連する分野・方針」との連携についての達成状況 

   実施団体の意見要望や第３次計画のキャッチフレーズである「学びに、遊びや体験を。」に

基づき、体験学習も対象範囲に加えるよう要綱を見直しました。(１－３、２－１、２－４) 

イ 課題と方向性 

現在８か所で実施している寺子屋事業を市内全域に広め、誰もが気軽に参加できる環境づくり

を推進していく。また、新たな団体の立ち上げを促進するとともに、寺子屋先生・サポーターと

して登録していただいた方の活動の場を増やします。 

⑸ 教職員研修の充実（新規） 
  中核市移行に伴う松本市独自の教職員研修計画の策定と実
施研修の充実 

  ＜具体的な進め方等＞ 
・検討会議を組織し協議を重ね「松本市教職員研修計画」 
を策定 

・授業づくり、ミドルリーダー、働き方改革等、新規の研 
修を企画・実施 

・寺子屋先生・サポーターを対象とした研修の実施 

【第３次計画において関連する 

分野・方針】 

２－１ 学童期の遊びと学びの充実 

２－３ 教職員研修の充実と働き方改革

の推進 

２－４ 多様な遊びと学びの機会の保障 

３－３ 特別支援教育の充実 

 ア 事業成果 

 (ｱ) 事業の達成状況 
ａ ５回の検討会議の協議を通して松本市教職員研修計画の原案を作成し、３回の教育委員
研究会での検討を通して正式に策定、研修実施体制を整えるとともに各校へ周知しました。 

ｂ ワークショップ型授業づくり・ミドルリーダー研修シリーズ、訪問型特別支援教育研修、
働き方改革フォーラム、熊本市教育長講演、軽井沢風越学園校長講演等を企画・実施し、
多くの教員の参加を得ました。 

ｃ 学都松本寺子屋事業において指導者・支援者となる「寺子屋先生・サポーター」の応募
者の選考及び採用者を対象とした研修を５回実施しました。 

(ｲ) 第３次計画において位置づけた「関連する分野・方針」との連携についての達成状況 

特別支援教育関係研修や伴走型働き方改革研修等、多様な学びや働き方改革の推進に寄与す

る研修を実施しました。また、松本市教職員研修計画でも、多様な学びや特別支援教育のあり

方に関する研修の拡充を図りました。（２－１、２－２、２－３、２－４） 
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イ 課題と方向性 

(ｱ) 研修講座の企画に当たっては、研修の実施状況を踏まえつつ、教育現場のニーズを把握し、

松本市の教育の課題に対応した柔軟な研修のあり方を模索する等により、一層の効力感のある

研修を目指し、充実を図ります。 

(ｲ) 校長会、教育会等と連携し、それぞれの役割を明確にし、教員が自主的に学びに向かう気風

の一層の向上に取り組みます。 

(ｳ) 研修の成果が学校現場で生きて働き、学校運営や児童生徒の学びの改善につながるよう、教

育委員会が伴走者として継続的に学校に関わり、助言・支援を行う研修のあり方を研究します。 

⑹ 教育文化センター再整備事業（継続） 
  人材育成拠点とすることに主眼を置き、最先端の知識や情

報を活用して探究を続ける力を身につける施設とします。事

業内容や仕組みづくり、必要備品等施設のリノベーションに

ついて検討 

  ＜具体的な進め方等＞ 

・基本計画素案をベースに、１０月までに見直し 

・３名のアドバイザーから意見をもとに検討、運営委員会で 

協議 

・松本独自の教職員研修の場として必要となる施設機能の検 

 討 

【第３次計画において関連する 

分野・方針】 

２－１ 学童期の遊びと学びの充実 

２－４ 多様な遊びと学びの機会の保障 

２－５ 子ども関係施設等の整備・充実 

４－１ 社会教育活動の充実 

４－５ 社会教育関係施設等の整備・充実 

 ア 事業成果 

(ｱ) 事業の達成状況 

    アドバイザーの意見をもとに、再整備のコンセプトイメージを「不思議を探り、持続可能な

未来を切り拓く子どもと、大人、教職員が共に育つ人材育成の拠点」と定めた。また、ＩＣＴ

を駆使して学びを発信することや、この施設が「人と人」や「人と学び」のつなげるハブとな

ること等、事業の方向性をまとめました。 

 (ｲ) 第３次計画において位置づけた「関連する分野・方針」との連携についての達成状況 

    再整備後の事業コンセプトとして、遊びや体験を通じた学びの起点づくり、企業や大学等と

連携をした多様な学び等を定めた。また、それらを実現するために必要な施設機能や備品等の

検討を進めました。(２－１、２－４、２－５、４－１、４－５) 

イ 課題と方向性 

  再整備のコンセプトイメージに沿い、真に必要な整備内容や備品配備について精査をする等、内

部検討を進めます。 

４ 評価意見及び教育委員会の改善方針（取組方針） 

⑴ 第３次松本市教育振興基本計画に基づく事業推進及び進捗確認 

 ア 点検評価委員による評価意見 
(ｱ)  第３次基本計画の課題と方向性の欄に、部局横断的な取組を評価することを明記したことを

評価したい。連携先は企業などいくつもある。連携によってどのような効果が得られたかを評
価指標とされたい。 

(ｲ)  第３次基本計画では、子どもだけでなく「市民全体」の学びの支援を理念としたが、教育委
員会全体で、「子ども」を対象にした事業展開に偏っているのではないか。大人も含めた地域全
体へのアプローチを強めてもらいたい。 

イ 教育委員会の改善方針（取組方針） 
(ｱ) 松本市教育大綱、第３次松本市教育振興基本計画双方の基本的理念である「すべての子ども
にやさしいまち」「子どもの育ちと市民の学びを支える学都松本」の実現に向け、各課で掲げた
重点目標をその都度確認を取りながら、部局横断的に事業を進めます。また、毎年実施する第３
次松本市教育振興基本計画の進捗確認を元に効果検証を図ります。 

(ｲ) 第３次松本市教育振興基本計画の基本的理念の中では「子どもも大人も、生涯を通じて学び
続け、ともに成長し、自分らしく生きていく。」と位置付けています。また、教育大綱では「子
どもが主人公」を真ん中にしながら、市民全体が学び続けるということが反映されています。決
して子どもだけということではなく、生涯学習、博物館、図書館、文化財など、世代を問わず共
に学び、深める事業の推進に努めています。 
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⑵ 学都松本寺子屋事業の推進 

 ア 点検評価委員による評価意見 
寺子屋事業をもっと大きな取組みとするために、数を増やすだけでよいのか。学校や地域の学

びとの関連で質の向上を検討されたい。 

イ 教育委員会の改善方針（取組方針） 
  寺子屋事業実施団体の学習支援者を対象に定期的な研修を行い、支援の質の向上に努めます。ま
た、参加されている子どもたちを対象にアンケート調査を行い、自主学習時間の増減や自己肯定感
の変化などの把握に努め、効果検証を行います。 
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令和４年度事務事業報告 
課名： 学校教育課    
 

１ 事務事業の概要 
児童生徒がより良い環境の中で学校生活を送ることができるよう、老朽化した学校施設の長寿

命化対策を計画的に進めるとともに、設備の改修、校用・教材備品の購入、情報化の推進や整備

を図り、学校環境の充実を進めます。 

また、就学援助事業など子どもの就学全般にわたる事務事業を進めるとともに、学校における

教職員の働き方改革を推進します。 

「子どもが主人公・学都松本のシンカ」に向け、「絆の深化」、「学びの進化」を目指して、学校・教

職員、児童生徒への支援に取り組みます。 

 

２ 学校教育課の総合評価 

 自己評価 評価の理由 

重点目標の 

達成度 Ａ 

施設整備については、長寿命化改良事業、学校トイレ整備事業及び

障がい児等施設整備事業など予定通り進みました。また、令和５年度

に予定していた長寿命化改良事業などの国庫補助事業については、国

の補正予算を活用し、令和４年度へ前倒しして事業を進めています。 

 学校ＩＣＴ環境は、当年度の整備により、国の指標に基づく整備率

がほぼ１００％になりました。このほか、学校と保護者とのコミュニ

ケーション手段について双方向の即時性の高いシステム化を図り、校

務環境の改善を図りました。 

 松本市独自でスクリーニング会議のシステムを構築し、市内の１校

を除く小学校で実施、昨年度の１.６倍のスクールソーシャルワーカ

ー派遣を行い、サービスを含めた必要な支援につなげることができま

した。 

社会情勢への

対応（任意） 

部活動地域クラブへの移行をスムーズに行うために、全市の小５・６年生、中学

生、その保護者、中学教員にアンケートを実施し、子どもや保護者の願う部活動の

地域クラブ移行についての意識を明らかにすることができました。 

事務事業の効

率化（任意） 

卒業式・入学式の来賓対応について、コロナ禍を経て、子どもが主人公となる式

典のあり方を従来の慣例にとらわれず学校長が判断して進めることとしました。 

 

３ 令和４年度における重点目標の成果と課題         【第 3次計画で主に関連する分野・方針】 
⑴ 小中学校施設整備事業（継続） 

教育環境の改善を図る長寿命化改良事業、学校トイレ整

備事業、肢体不自由学級設置に伴うエレベーター設置等の

障害児等施設整備事業などを計画的に進めます。 

＜具体的な進め方等＞    

・長寿命化改良事業は２校で第１期改良工事の着手、１校

で実施設計実施 

・学校トイレ整備事業は改修工事、実施設計の実施 

・障がい児等施設整備事業は、1 校にエレベーターの設置

工事実施 

１－１ 子育て支援の充実 

１－２ 乳幼児期の遊びと学びの充実 

１－３ 子どもの居場所づくりの推進 

２－５ 子ども関係施設等の整備・充実 

８－１ 放課後の子どもの居場所づくり

の推進 

 

ア 事業成果 

 (ｱ) 事業の達成状況 

   ａ 長寿命化改良事業は２校で第１期改良工事に着手、１校で実施設計が完了しました。 

   ｂ 学校トイレ整備事業は小中１２校で改修工事、令和５年度施工予定の小中１２校で

実施設計が完了しました。 
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ｃ 障がい児等施設整備事業における清水小学校へのエレベーター及びいす式階段昇 

降機の設置工事が完了しました。 

 (ｲ)  第３次計画において位置づけた「関連する分野・方針」との連携についての達成状況 

    それぞれの課で実施してきた学校・保育園・児童センター等の施設整備を今後は、こ

ども部との連携を図り、余裕教室等の施設や学校敷地を有効活用し、施設の複合化・併

設化の取組みを進めます。令和５年度には、明善小学校敷地内に児童センターを併設す

る計画を進めています。（１－１、１－２、１－３、２－５、８－１） 

 イ 課題と方向性   

  令和３年３月に策定した学校施設個別施設計画や実施計画に基づき、事業を進めます。

また、余裕のある学校施設を子どもの関連施設に活用し、施設の複合化・併設化を更に進

めます。更に、本市が掲げるゼロカーボン及び水銀灯や蛍光管の製造中止に伴い、令和５

年度から学校施設の照明のＬＥＤ化を進めていきます。 

⑵ 学校教育情報化推進事業（継続） 

「ＧＩＧＡスクール構想」に基づき、児童生徒１人１

台端末の整備及び運用。ＩＣＴ環境の整備やＩＣＴ活用

能力の向上 

＜具体的な進め方等＞ 

・児童生徒及び教職員の「学習用１人１台端末」の管理

運用（約１万８千台） 

・ＩＣＴ環境の拡充整備 

・ＩＣＴ支援員の配置による、ＩＣＴ活用を行う授業の

提案や授業づくり支援、運用ヘルプデスク、教職員の

研修等 

・校務に係る情報化を推進 

・更なる情報化に向けた検討、改善 

２－１ 学童期の遊びと学びの充実 

２－３ 教職員研修の充実と働き方改革

の推進 

２－４ 多様な遊びと学びの機会の保障 

８－２ 学校・家庭・地域の連携・協働

の推進 

 ア 事業成果 

 (ｱ) 事業の達成状況 

  （新規）・オンライン授業用機器（会議用スピーカーマイク）の配備（全学級） 

      ・スマートフォンを用いた学校と保護者とのコミュニケーションシステムを整

備、お便り配信や欠席連絡機能の運用（全小中学校） 

  （拡充）・教室の授業で用いる電子黒板等の拡充配備（普通教室、特別支援学級、特別教室） 

      ・学習用一人一台端末（専科職員用）の拡充配備 

      ・無線ＬＡＮ環境の拡充整備（職員室等、全小中学校） 

  （その他）・ＩＣＴ支援員が計画的支援に加え、上記整備機器を活用するための支援を

実施 

      ・国が進めているデジタル学習環境（ｅポータル）導入に関する研究 

 (ｲ) 第３次計画において位置づけた「関連する分野・方針」との連携についての達成状況 

   「２－３」と「２－４」の当該事業における機器整備の達成状況を基に、整った環境

で他事業のＩＣＴ活用に寄与できる状況となりました。（２－３、２－４） 

 イ 課題と方向性 

  一人一台端末を利用した学習者用「デジタル教科書」の利用が令和６年度から本格的に

始まります。ｅポータルにも関連するＩＣＴによる学び方の変化に対し、環境整備面で適

応していく必要があります。 

⑶ 要保護・準要保護児童生徒への就学援助事業（継続） 

経済的理由のため就学困難な児童生徒の保護者へ教育

費の一部を援助 

＜具体的な進め方等＞ 

・学用品費、学校給食費、修学旅行費等を支給 

・小学１年生の新入学用品費は３月に前倒して希望者へ

支給 

・新型コロナウイルス感染症関連により就学困難な場合

も柔軟に対応 

１－１ 子育て支援の充実 

１－３ 子どもの居場所づくりの推進 

２－１ 学童期の遊びと学びの充実 

２－４ 多様な遊びと学びの機会の保障 

３－１ 子どもの権利保障と環境づくり 

の推進 

８－２ 学校・家庭・地域の連携・協働

の推進 
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 ア 事業成果 

(ｱ) 事業の達成状況 

新入学用品費の前倒し支給の認定者は約２０人、新型コロナウイルス感染症関連によ

る支給の認定者は約６０人となり、就学困難世帯への時機を捉えた柔軟な対応を行いま

した。 

(ｲ) 第３次計画において位置づけた「関連する分野・方針」との連携についての達成状況 

就学困難世帯への経済的支援により、生活基盤の向上を図るため、令和５年度申請分

からの申請書の簡略化を決定しました。保護者と学校の負担軽減を図ることで、申請し

やすい環境が整いつつあります。（２－１） 

 イ 課題と方向性 

令和５年度は、オンライン申請の導入に向けた準備を行います。 

⑷ 学校における働き方改革の推進（新規） 

教員が児童生徒への指導や教材研究に注力できるよう

教員業務支援員の配置 

＜具体的な進め方等＞ 

教員業務支援員未配置校は、市費での単独配置につい

て、行政改革見直し検討・協議 

２－１ 学童期の遊びと学びの充実 

２－３ 教職員研修の充実と働き方改革

の推進 

８－２ 学校・家庭・地域の連携・協働

の推進 

 ア 事業成果 

 (ｱ) 事業の達成状況 

    令和５年度から県費教員業務支援員が配置されない６校（中山小学校、明善中学校、 

会田中学校、安曇小中学校、大野川小中学校、奈川小中学校）へ市費で配置します。 

 (ｲ) 第３次計画において位置づけた「関連する分野・方針」との連携についての達成状況 

    教員業務支援員を市費で配置することにより、関連する分野・方針にそれぞれ掲げて

いる子どもたちと向き合う時間の確保につなげ、学校業務の適正化を図りました。 

（２－３） 

 イ 課題と方向性 

  保護者からの度重なるクレーム対応に追われている学校では、残業時間が増えている傾

向があります。今後、保護者との向き合い方などの指導主事の学校訪問研修の充実を進め

ていきます。 

⑸ いじめ防止対策、不登校・引きこもり児童生徒への支

援の促進（継続） 

・人権感覚の醸成、いじめや体罰のない学校づくり 

・不登校・引きこもり等の児童生徒に対する支援 

＜具体的な進め方等＞ 

・いじめ防止対策 

「いじめ・体罰等の実態調査」アンケートに自由記

述欄を設け、実態把握、早期の対応 

・不登校・引きこもり等の児童生徒に対する支援 

保護者、各機関への働きかけを実施 

ＳＳＷによる、全市立小学校でスクリーニング会議

で不登校児童の早期発見・早期支援を推進 

１－１ 子育て支援の充実 

１－３ 子どもの居場所づくりの推進 

２－１ 学童期の遊びと学びの充実 

２－４ 多様な遊びと学びの機会の保障 

３－１ 子どもの権利保障と環境づくり 

の推進 

 ア 事業成果 

 (ｱ) 事業の達成状況 

    スクリーニング会議を市内のほぼ全小学校で実施し、不登校傾向にある子どもの背景

や実態を明らかにしました。また、支援が必要な児童を円滑に福祉機関等につなげる流

れをつくることができました。 

 (ｲ) 第３次計画において位置づけた「関連する分野・方針」との連携についての達成状況 

    スクリーニング会議により、これまで担任だけが抱えていたものが、広く情報共有さ

れ、ＳＳＷ派遣数が増加しました（昨年度まで 80 人前後、本年度 120 人超）。 

（１－１） 
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 イ 課題と方向性 

  スクリーニング会議で明らかにした分析をもとに、令和５年度は不登校未然防止の研修

の充実が必要となります。また、居場所づくりとして、新たな松本南部の中間教室開設、

増員した不登校支援アドバイザーの不登校児童生徒へのきめ細かな支援がさらに大切とな

ります。 

⑹ 学力・体力向上事業（継続） 

・学力向上 

ＩＣＴ等を活用し、新学習指導要領全面実施における 

「主体的・対話的で深い学び」の実現を意識した授業づ

くりの支援 

・体力向上（部活動改革） 

中学校の部活動改革について検討し、地域スポーツ活 

動として取り組める環境の整備 

＜具体的な進め方等＞ 

・学力向上 

学力・授業改善担当指導主事とＩＣＴ担当指導主事の

学校訪問等による、授業改善への助言、支援、１年目講

師の研修を実施 

・体力向上 

「松本市スポーツ・文化活動運営委員会連絡協議会」

の開催。「（仮）中学生の休日スポーツ文化活動検討委員

会」の支援 

２－１ 学童期の遊びと学びの充実 

２－３ 教職員研修の充実と働き方改革 

の推進 

２－４ 多様な遊びと学びの機会の保障 

７－３ スポーツ団体・リーダー育成の 

推進 

 ア 事業成果 

 (ｱ) 事業の達成状況 

    小学５・６年生とその保護者、中学生とその保護者、中学校教員に部活動の地域クラ

ブ移行についての意識調査を実施し、子どもや保護者、教員がどんな思いや願いを持っ

ているかを明らかにすることができました。また、希望する学校に説明に赴いたり、説

明動画を作成し、周知活動に取り組みました。 

 (ｲ) 第３次計画において位置づけた「関連する分野・方針」との連携についての達成状況 

    スポーツ推進課、生涯学習課、文化振興課、教育政策課、スポーツ協会、スポーツ推

進委員協議会、市ＰＴＡ連合会と連携し、部活動の地域クラブ活動への移行の道筋の検

討、アンケート項目の検討、モデル事業の検討を行いました（２－４）。 

 イ 課題と方向性 

  部活動の地域クラブ活動への移行についての意識調査を活かし、移行に向けたシステム

を提案するとともに、モデル事業を実施し、課題を明らかにしていきます。 

⑺ 特別支援教育推進事業（インクルーシブ教育推進事業）

（継続） 

・特別支援学校から小中学校特別支援学級へ、特別支援

学級から通常学級への学びの場の見直し 

・(仮)総合支援センターの設置に向けた検討 

・インクルーシブ教育の推進と特別支援教育の充実 

＜具体的な進め方等＞ 

・学びの実態把握のため指導主事の授業参観及び指導支

援会議を実施 

・(仮)総合支援センター準備委員会を設置、計画骨子づ

くり 

・特別支援学校の教育相談専任職員による訪問型研修の

実施 

１－１ 子育て支援の充実 

２－４ 多様な遊びと学びの機会の保障 

３－３ 特別支援教育の充実 
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 ア 事業成果 

 (ｱ) 事業の達成状況 

センター設立委員会を４回開催し、センターの方向性を共有し、センターに持たせた

い機能等、具体的なセンター像について検討を行いました。 

 (ｲ) 第３次計画において位置づけた「関連する分野・方針」との連携についての達成状況 

目指すセンター像を事務局内で丁寧にすり合わせた上で、準備委員会を開催したこと

により、準備委員会の議論が焦点化され、委員の意見を引き出すことができました。「診

断機能の実現」、「学齢期の支援充実」という柱が確認され、人材配置について検討を

始めています。（３－３） 

 イ 課題と方向性 

  準備委員会の議論の中で、必要な専門家スタッフが明確になってきたものの、配置には

様々な機関との調整が必要となります。既にできる部分で調整を始めていますが、実現に

向けて解決していくべき課題が多くあります。 

４ 評価意見及び教育委員会の改善方針（取組方針） 

⑴ 学校教育情報化推進事業 

 ア 点検評価委員による評価意見 
  ＩＣＴ化など新規事業の推進について、学校への説明を年度末に行うよりも、早めに学校へ情報
発信されたい。 

イ 教育委員会の改善方針（取組方針） 
(ｱ) 費用の生じる新規事業は、予算の裏付けがないと実施事業（案）として公表できません。こ

のため、次年度の新規事業は市議会２月定例会での公表をもって情報発信しております。 
(ｲ) 上記以外の新規事業の情報につきましては、早めの発信に努めます。 

⑵ 要保護・準要保護児童生徒への就学援助事業 

 ア 点検評価委員による評価意見 
  就学援助の前倒し支給は評価したい。今後オンライン申請はどう進めていく予定か。 

イ 教育委員会の改善方針（取組方針） 
今回のオンライン申請は、新小学校１年生の入学前支給に限って実施し、広報まつもと（令和

６年１月号）で周知する予定です。これ以外の申請のオンライン化については、今回の状況を検
証し、導入に向けた検討を進めます。 

⑶ 学校における働き方改革の推進 

 ア 点検評価委員による評価意見 
(ｱ)  部活動地域クラブ移行により教員の負担軽減が進めばよい。１０年先を見越して取り組んで

もらいたい。意識調査を実施したことを評価したい。部活動移行により教員の授業改善が進む
のか。そこも検討されたい。 

(ｲ) 教員が自分たちで学校を変えていく取組みが必要。それには外部からの働きかけも必要。行政
が学校に対して働きかけて改革のきっかけをつくってもらいたい。 

イ 教育委員会の改善方針（取組方針） 
(ｱ) 部活動の地域クラブ移行により中学校教員の部活動に携わる時間は確実に削減されます。その 

ことにより、子どもに向き合う時間が確保され、授業改善につながっていきます。 
(ｲ) 令和４年度には波田小学校において教育委員会も関わりながら、教職員による自立的な働き

方の見直しが行われ、放課後における教職員のゆとりを生み出す取組みがなされました。この
ような取組みを広めていきたいと考えています。 

⑷ いじめ防止対策、不登校・引きこもり児童生徒への支援の促進 

 ア 点検評価委員による評価意見 
  不登校のスクリーニングを全小学校で実施したことは評価できる。人間関係が密接になりやすい
特に小規模校こそやるべきと考える。中学校での実施についてはどう考えるか。 

イ 教育委員会の改善方針（取組方針） 
  小規模校については、希望があった場合には対応をしています。中学校まで広げたいと考えてい
ますが、人的・予算的に厳しい状況です。まずは小学校から実施し、そこに中学校の校長が参加し
て、中学校内で共有し SSW でなくても教員自身が実施できるようにしたいと考えています。 

18



 

 

 

 

 

令和４年度事務事業報告 
課名： 学校給食課  
 

１ 事務事業の概要 
学校給食法に基づき、健康な体をつくるために大切な「食」について考える機会を設ける等、

正しい食習慣が身につくように給食を通した食育に取り組みます。また、地産地消や季節を大

切にした食材の使用を進め、より安全で安心な給食の提供を目指します。 

 また、老朽化した施設・設備については早急に解消できるよう、再整備に向けた取組みを進

めます。 

 

２ 学校給食課の総合評価 

 自己評価 評価の理由 

重点目標の 

達成度 Ａ 

食育の推進では、「食に関する指導の全体計画」に沿って、計

画的な食育を推進し、栄養教諭や調理員が学校訪問を実施、また

地元農家と学校を結び、生産者とリアルタイムで配信を行い、Ｉ

ＣＴを活用した食育事業を実施しました。 

衛生管理・労働安全研修会を開催し、各職場での研修や日常点

検に注力し、公務災害の発生件数が５件で、昨年度よりも２件減

少しました。 

学校給食センターの再整備事業では、複数の再整備プラン（案）を

もとに、住民説明会を開催し意見聴取を行うなど検討を重ね、説明会

の意見等を反映した松本市学校給食センター再整備基本方針を策定

しました。 

学校給食センターの再整備事業では、複数の再整備プラン（案）を

もとに、住民説明会を開催し意見聴取を行うなど検討を重ね、説明会

の意見等を反映した松本市学校給食センター再整備基本方針を策定

しました。 

その他、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、令和４年４～

５月に実施した学級閉鎖について、特別措置として、学校給食費の減

額を行いました。 

また、急激な給食食材の高騰に対応するため、給食費を１食あたり

１０円値上げし、児童生徒分については値上げ分を公費負担すること

で、給食の質の維持に努めながら、保護者負担の軽減を図りました。 

社会情勢への

対応（任意） 
小学校においてＩＣＴを活用した食育事業を実施しました。 

事務事業の効

率化（任意） 

学校給食委員会、食品等選定委員会、衛生管理・労働安全研修会について、

協議事項がない場合、Zoom で開催し移動時間等を短縮し効率化を図りました。 

 

３ 令和４年度における重点目標の成果と課題     【第３次計画で主に関連する分野・方針】 
⑴ 食育の推進（新規） 

「食に関する指導の全体計画」に沿って、計画的な食育の推進。児

童生徒、その保護者を対象に、バランスのとれた食事を通して、生

活習慣病の予防や改善に結びつける取組みを推進 

＜具体的な進め方等＞ 

・食育の取組み 

食育推進の方法について栄養教諭や調理員が学校訪問を実施、給 

食センターの調理の様子を学校にリアルタイムで配信する等、ＩＣ

Ｔの活用等を検討。子どもを通して食に関する指導を行い、学校と

【第３次計画において関連

する分野・方針】 

６－１ 学校給食の充実 

６－２ 食育の推進 
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連携した食育事業を実施 

・生活習慣病予防の取組み 

食習慣に関する指導や、「食育だより」による生活習慣病の家庭へ 

の周知を行い、予防する取組みを推進 

・他課と連携した取組み 

松本市第３期松本市食育推進基本計画に沿った取組みを実施 

 

ア 事業成果 

 (ｱ) 事業の達成状況 

ａ 地元農家の耕作の様子をリアルタイムに配信したり、農家の方と児童がテレビ会議

を通じてやり取りをする等のＩＣＴを活用した食育事業を実施しました。 

ｂ 年１２回発行している「食育だより」で、食習慣に関する指導や生活習慣病の家庭

への周知を行いました。 

ｃ 松本市第３期松本市食育推進基本計画に沿った食育の取組みを実施しました。 

 (ｲ) 第３次計画において位置づけた「関連する分野・方針」との連携についての達成状況 

    「松本市食育推進計画」で事業計画等について、関係課と調整を図りました。 

（６－１、６－２) 

 イ 課題と方向性 

  東部・西部学校給食センターでは提供校が多く、栄養教諭による食育指導が十分に実施

できていません。給食センター再整備事業に合わせて、栄養士を増員し、学校での食育の

充実を図ります。 

⑵ 地産地消の推進（継続）  

地産地消に取り組み、安全安心な食材を使用。梱包資材や流通コ

ストの削減、環境へ配慮したゼロカーボンシティの取組みを推進 

＜具体的な進め方等＞ 

・主要野菜１５品目の長野県産食材使用割合を、令和７年度までに 

重量ベースで３０％に 

・地産地消率向上のため、食材納入業者に地場産物の納入を促進。 

「松本の日」*¹を継続して実施 

・児童生徒が総合学習で生産した農産物を給食食材として使用 

 
*¹「松本の日」：旬のものが市場に多く出回る６月から１１月に月１回松本産の野

菜や松本地域の地場産物を取り入れ、児童生徒に紹介するための献立を提供する

日  

【第３次計画において関連

する分野・方針】 

６－１ 学校給食の充実 

６－２ 食育の推進 

 ア 事業成果 

 (ｱ) 事業の達成状況 

  ａ 主要野菜１５品目については、長野県産、松本地域産を調達可能な範囲で積極的に

使用し、使用割合が上昇しました。令和４年度末の見込みは２９.５％ 

  ｂ 給食で提供したりんごは全て市内産のものを使用しました。また野菜等の食材を使

用した「松本の日」献立を継続して提供しました。 

ｃ 四賀小学校では、児童が総合学習で生産した、もち米、サツマイモ、きゅうりを給

食食材に使用しました。 

 (ｲ) 第３次計画において位置づけた「関連する分野・方針」との連携についての達成状況 

    地産地消の推進のため、農政課、ＪＡ、クリーン・ア・グリーンと協議し、提供可

能な農産物の仕入れを確保しました。（６－１、６－２） 

 イ 課題と方向性 

  地産地消を向上させるためには、一定量の食材を確保することが課題となっています。 

給食食材の確保を通じて、ゼロカーボンにつながるフードシステムの構築に当たり、農

政部門と連携を図りながら取り組みます。 
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⑶ 食物アレルギー対応食提供事業（継続）  

「食物アレルギー対応マニュアル」及び「アレルギー対応食提供

事業実施要綱」に沿ってアレルギー対応食を提供。アレルギーの理

解を深める情報を発信し、対応食解除の取組みを推進 

＜具体的な進め方等＞ 

・食物アレルギーを持つ児童生徒一人ひとりの症状に合った対応食

を提供 

・成長期に必要な様々な食品を摂取できるよう、対応食解除に向け 

たアレルギーに対する情報発信 

・誤食防止や校内体制の充実 

・保護者、学校関係者等を対象に食物アレルギー講演会を開催 

【第３次計画において関連

する分野・方針】 

６－１ 学校給食の充実 

６－２ 食育の推進 

 ア 事業成果 

 (ｱ) 事業の達成状況 

    学校給食における「食物アレルギー対応マニュアル」を今年度改訂、発行し、学校、

医療機関等、関係機関に配布しました。 

  ａ 食物アレルギー状況把握のため、事前調査、保護者面談を実施し、情報収集を行い、

児童生徒一人ひとりの症状に合った対応食を提供しました。 

  ｂ 対応食解除に向けたアレルギーに対する取組み及び情報発信を行い、１２名が解除

につながりました。 

  ｃ 家庭、学校、行政が情報共有し、誤食防止や学校内体制の充実を図りました。 

  ｄ 保護者、学校関係者等を対象に、食物アレルギー講演会（３年毎）を開催し、８９

名が参加しました。 

 (ｲ) 第３次計画において位置づけた「関連する分野・方針」との連携についての達成状況 

    食物アレルギー講演会（３年毎）を開催し、講演会の動画をホームページに掲載す

ることで、松本市の取組みや専門医の見解等を広く周知しました。（６－１） 

 イ 課題と方向性 

  児童・生徒の成長に応じた最低限の除去となるよう、保護者に適切な受診と食物経口負

荷試験等を勧め、食べられるようになるための取組みを促しています。しかし、食物経口

負荷試験等は何回も行うことが必要となる治療のため、解除に至るには時間を要します。 

  保護者との面談を行い、対応食解除に向けた治療の取組みへの働きかけ及び情報発信を

引き続き実施していきます。 

⑷ 安全・安心な学校給食の提供（継続）  

・衛生管理、危機管理を徹底し、ノロウイルス等の食中毒や異物

混入等の事故を防止 

・事故事例の活用等により職場点検の強化 

＜具体的な進め方等＞ 

調理員対象の研修会等を実施 

【第３次計画において関連

する分野・方針】 

６－１ 学校給食の充実 

６－２ 食育の推進 

 ア 事業成果 

 (ｱ) 事業の達成状況 

  ａ 令和４年４月に東部学校給食センター勤務の職員２名の新型コロナウイルス感染、

濃厚接触者２名の特定を受け、松本市教育委員会の判断で、該当給食センター全職員

の抗原検査を実施するため、東部学校給食センターの配食校（18 校）の給食を停止し

ましたが、ノロウイルス等の食中毒や異物混入等による事故は発生していません。 

ｂ 公務災害の発生件数が５件で、昨年度よりも２件減少しました。 

 (ｲ) 第３次計画において位置づけた「関連する分野・方針」との連携についての達成状況 

食品等選定委員会が市内の給食用食材加工業者の工場視察を行いました。衛生管理、

危機管理（動線等）について、給食センター運営の参考とします。 

（６－１、６－２） 

 イ 課題と方向性 

  日常的にノロウイルス等の食中毒や異物混入、公務災害が生じないよう衛生管理、危機

管理の徹底を図っていますが、公務災害が発生してしまいます。発生時の情報を課全体で

共有することで発生防止に努めます。 
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⑸ 学校給食センターの再整備事業（継続）  

波田及び梓川学校給食センターは老朽化による建替え、西部学校給

食センターは大規模修繕が必要。学校給食センター全体の再整備方法

の方針を決定し、基本計画を策定。 

＜具体的な進め方等＞ 

再整備について、関係者への説明会を実施、意見を集約した後、基

本方針を決定し、速やかに建設用地の選定、基本計画を策定 

【第３次計画において関す

る分野・方針】 

６－１ 学校給食の充実 

６－２ 食育の推進 

 ア 事業成果 

 (ｱ) 事業の達成状況 

学校給食センター再整備に向けて、複数の再整備プラン（案）をもとに検討を重ね、

住民説明会等を７回開催し、説明会での意見等を反映した松本市学校給食センター再整

備基本方針（センター方式での再整備、質の高い学校給食の実現、直営による運営）を

策定し、建設用地については調整中です。 

 (ｲ) 第３次計画において位置づけた「関連する分野・方針」との連携についての達成状況 

再整備の進捗について、ホームページに掲載し、市民等へ周知しています。説明会では、

当初、小中学校の保護者を対象とした説明会を５回開催予定でしたが、全市民向け、波

田・梓川地区全体の説明会を追加で２回開催し、説明会等で出た意見を集約し、ホーム

ページに掲載するなど市民へ周知しました。（６－１） 

 イ 課題と方向性 

  庁内関係各部署と連携し、建設用地の選定を早急に進めます。 

４ 評価意見及び教育委員会の改善方針（取組方針） 

⑴ 食育の推進 

 ア 点検評価委員による評価意見 
物価高で保護者負担を公費負担としたことを評価したい。栄養士の増員は人的資源として可能

か。 

イ 教育委員会の改善方針（取組方針） 
県費の栄養教諭は配置基準で２名減員となるが、減員分２名を補った上で食育推進及び新入児

童アレルギー対応食早期提供のために、さらに市費の栄養士を４名採用したいと考えています。 

⑵ 地産地消の推進 

 ア 点検評価委員による評価意見 
  大量仕入れとなると地産地消では量の確保がむずかしい。分割納入なら地産地消ができるか。難
しいなら、不揃いの食材でもよければ地元でも調達できるのでは。 

イ 教育委員会の改善方針（取組方針） 
令和４年１１月に策定した再整備方針で２本献立にしたことで、３，０００食の食材確保とな

るため、より食材の確保が容易になります。また、1ライン１，５００食の調理の方針にしたこと
で、より小回りが利くため、規格外の農産物の使用が可能となります。                                                                   
地産地消の推進を図るため、新センターでは、規格外の農作物を給食に使用できるよう設備など

の整備を検討しています。 
 地元生産者から直接仕入れるため、運搬の手段、運搬に要する人員の確保に課題がありますの 
で、引き続き検討していきます。 

⑶ 安全・安心な学校給食の提供 

 
ア 点検評価委員による評価意見 

公務災害の内訳は。体制・環境によるものか、個人の不注意か。 

イ 教育委員会の改善方針（取組方針） 
指切傷など、個人の不注意が主なものです。 
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令和４年度事務事業報告 
課名：生涯学習課・中央公民館  
 

１ 事務事業の概要 
生涯学習の施設整備や地域住民の主体的な学習活動の支援を行い、自治能力を高める学習活動

の推進及び生涯学習による地域づくりを目指します。 

地区公民館を総合的な地域づくりの拠点と位置づけ、地域課題と向き合い、地域住民が主体的

に解決するための学習・実践を充実させ、松本らしい公民館活動を展開します。 

 

２ 生涯学習課・中央公民館の総合評価 

 自己評価 評価の理由 

重点目標の 

達成度 Ｂ 

公民館事業におけるＩＣＴ活用については、ＤＸ推進本部と連携

し、デジタル活用を支援する人材の育成や初心者向けのスマホ講座な

どを実施しました。 

コミュニティスクール事業については、あり方検討会での検討など

を踏まえ、国型のコミュニティスクールをモデル校（大野川小中学校）

に導入することとしました。 

成人式のあり方について、市内高校生へのアンケートなどを実施

し、従来どおり２０歳の方を対象とすることとし、式典名を「ハタチ

の記念式典」へ変更し、開催しました。 

公民館等長寿命化事業として、建設から２３年を経過したＭウイン

グの中間改修工事に着手し、令和７年度までの４か年で工事を進めま

す。 

社会情勢への

対応（任意） 

公民館講座の申込の電子申請や施設使用料のキャッシュレス化など、デジタル技

術の導入を促進しました。 

町内公民館振興事業として、コロナ禍で各町会での事業が思うように実施できな

い中、市内の町内公民館活動の先進事例などの動画研修資料を作成し、各地区の町

内公民館長会で研修を実施しました。 

事務事業の効

率化（任意） 

コミュニティスクール事業については、令和５年度から地域学校協働活動推進員

の配置やトライやるエコスクール事業費の統合などに着手することにより、学校の

負担軽減や事業費の柔軟な執行ができるよう調整を図りました。 

奈川文化センター夢の森の中間改修工事に合わせ、同施設内に福祉ひろばを集約

しました。 

 

３ 令和４年度における重点目標の成果と課題     【第３次計画で主に関連する分野・方針】 
⑴ ＤＸを活用した多様な学びとコミュニティ創出事業 

（継続） 

いつでも誰でも学ぶことができる学習機会の充実、多世代かつ

多様な住民が主体的に学び、つながりや住民自治を育むためのコ

ミュニティづくりを推進 

ＩＣＴ活用支援やメディアリテラシー教育の取組みを検討 

＜具体的な進め方等＞ 

・講座申込の電子申請や、施設使用料のデジタル決済などの取組

みを推進 

・ＩＣＴ活用の学習講座をより充実。また、地域のＩＣＴ支援人

材の発掘・育成を推進 

・オンライン上で集うことのできるオンライン公民館の運営を検

討 

【第３次計画において関連する 

分野・方針】 

２－４ 多様な遊びと学びの機会

の保障 

３－２ 互いを認め合い学び合う

教育の推進 

４－１ 社会教育活動の充実 

８－１ 放課後の子どもの居場所

づくりの推進 

８－３ 地域づくりの推進 

 
ア 事業成果 

 (ｱ) 事業の達成状況 
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  ａ デジタル技術導入の推進 

講座の申込等について、電子申請ができるように整備しました。 

施設使用料のキャッシュレス決済を導入しました。 

ｂ ＩＣＴ活用の学習講座等 

・スマホ講座 

初心者向けスマホ講座を各地区公民館で開催し、スマートフォンの基本的な操作を

学ぶとともに、利便性を体験していただきました。 

   ・デジタル活用支援人材の育成 

   デジタル弱者を地域で支援する人材育成講座を開催し、受講生によるスマホ相談会

を実施しました。 

   ・館報のデジタル化 

紙面に二次元コードを積極的に掲載するとともに、公民館の YouTube チャンネルを

作成し、動画での情報発信を行うことで、編集委員、住民へのデジタル化に対する関

心を高めることができました。 

  ｃ デジタル公民館 

オンラインを活用した居場所づくりやつながりづくりとして、市民団体ヨクスムマ 

ツモトと連携し、生涯学習情報や移住者向けのつながりの場に関する情報の提供を試 

行しました。 
 (ｲ) 第３次計画において位置づけた「関連する分野・方針」との連携についての達成状況 

公民館使用料に係るキャッシュレス化や公民館講座の申込の電子申請など、デジタル

技術を導入することにより、学習方法の選択肢を広げることができました。 

また、映像情報等を取り入れることにより、情報の発信量を大幅に増やし学習内容の

充実を図ることができました。（２－４、３－２、４－１） 

 イ 課題と方向性 

 (ｱ) 新型コロナウイルス感染症が収束しつつあり、公民館事業も動き出す中で、デジタル

を活用したつながりをどのように進めるかが課題となります。博物館や図書館とも連携

し、デジタルを活用した学びの方策について、今後検討が必要です。 

(ｲ) 地域づくりにおいて重要な「健全な対話」のためには、倫理としてのリテラシー向上 

が重要であり、デジタル社会の進展に合わせたメディアリテラシー対策が必要です。 

⑵ 松本版コミュニティスクール事業（継続）  

地域、保護者、学校などが子どもや地域に対する願いや思いを

共有し、連携・協働しながら子どもを育てる「地域とともにある

学校づくり」を推進  

＜具体的な進め方等＞ 

・コミュニティスクール運営委員会での話合いを通して、地域

の特性を生かした事業を展開 

・コミュニティスクール事業のあり方検討会で、国の制度導入

に向けた研究や検討の実施 

【第３次計画において関連する 

分野・方針】 

２－１ 学童期の遊びと学びの充

実 

２－３ 教職員研修の充実と働き

方改革の推進 

８－２ 学校・家庭・地域の連携・

協働の推進 

 

ア 事業成果 

 (ｱ) 事業の達成状況 

コミュニティスクール事業のあり方検討会等で、国の制度導入に向けて検討し、令

和５年度にモデル校を設置し、その効果検証をしたうえで、今後の導入について検討す

るよう整理しました。また、モデル校への国制度導入に伴い、学校運営協議会規則を制

定しました。 

 (ｲ) 第３次計画において位置づけた「関連する分野・方針」との連携についての達成状況 

国の制度導入に当たり、学校の負担軽減につなげるため、モデル校へ地域学校協働活 

動推進員の配置について検討しました。 

また、モデル校の事業費については、学校と地域との連携事業費を柔軟に執行できる

よう、コミュニティスクール事業費とトライやるエコスクール事業費を統合し、委託料

として一括配当するよう調整をしました。（２－１、２－３、８－２） 

 イ 課題と方向性 

  令和５年度から、大野川小中学校をモデル校として、地教行法に基づく学校運営協議会

の設置及び地域学校協働活動推進員の配置をします。モデル校の効果検証を踏まえ、今後
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の展開を検討します。 

⑶ 若者の居場所づくりと社会参画事業（継続） 

若者の魅力ある居場所づくりと環境づくりを進め、交流を通

じて他者との関係性の構築や学び直し支援を進め、生きる力を

培うことを支援。また、若者の社会参画を関係機関と連携支援 

＜具体的な進め方等＞ 

・コーディネーター連事業、魅力ある居場所づくり 

・ひきこもりの若者も気軽に参加しやすい居場所づくり 

・松本若者会議の実施 

・成人式の開催内容及び成人年齢の引下げに伴う成人式のあ 

り方についての検討 

【第３次計画において関連する 

分野・方針】 

２－２ 青年期の遊びと学びの充

実 

２－４ 多様な遊びと学びの機会

の保障 

３－１ 子どもの権利保障と環境

づくりの推進 

４－２ リカレント教育の充実 

８－１ 放課後の子どもの居場所

づくりの推進 

８－３ 地域づくりの推進 

 ア 事業成果 

 (ｱ) 事業の達成状況 

   ａ コーディネーター事業はボードゲームイベントを５回開催し定着しつつあります。 

     また、新事業として信濃むつみ高校教員の方々にコーディネーターを依頼し「多国籍 

    なんなん交流会」を４回開催し、外国の文化を学ぶことができました。ヤングスクー

ル事業は、若者の趣味やキャリアを学ぶ内容で年３回、合計３８講座を開催しました。 

ｂ ひきこもりの若者の居場所づくりの一環として、ＮＰＯ法人ジョイフルとの共催に 

より、けん玉体験会の開催、また、毎週日曜日になんなんひろば１階喫茶室を若者に 

開放する「若者カフェ」を開設しました。 

   ｃ 松本若者会議は、地元企業へのインターンシップを企画・提案する講座を開催し、

１・２回目は、講座とミニワークで学生の参加者が多く（１回目１４名、２回目７名）

充実した内容となりました。３回目の実践講座への参加者が少なかったことが課題で

す。 

   ｄ 成人式のあり方については、市内高校生に対するアンケートを実施し、結果を参考

に検討し、従来通り二十歳の方を祝い励ます式典とすることとしました。故郷松本の

良さをアピールする内容で企画する方針となり、式典名は「ハタチの記念式典」に変

更しました。 

 (ｲ) 第３次計画において位置づけた「関連する分野・方針」との連携についての達成状況 

    若者が誰でも気軽に参加できる居場所づくりとして、ヤングスクールを中心とした各

種講座による多様な学びの機会を提供し、不登校、引きこもりの若者も含めた、多様な

人や社会とつながる機会を提供しました。（２－２、２－４） 

 イ 課題と方向性 

 (ｱ) 若者対象の事業で共通する課題である周知方法について、関係機関と連携し、可能な

限り統一した媒体を作り、情報発信することが重要であると考え、現在若者会議のスタ

ッフ内でも検討中です。 

 (ｲ) ひきこもりの若者の居場所づくりについては「若者カフェ」の活性化（ボードゲーム

の設置、ヤングスクール会場に利用等）を来年度実施予定です。また「ひきこもり支援講

座」を開催し、若者をはじめ一般市民の方々に若年層をはじめとしたひきこもりの特徴を

知り、理解するための内容で検討中です。ＮＰＯ法人ジョイフル、市の関係課、関連団体

にも参加・協力を呼びかけていきます。 

⑷ 公民館等長寿命化事業（継続） 

公民館等の長寿命化。当面は、設備機器（照明・トイレ）の

中間補修を実施し、施設の機能維持・回復  

＜具体的な進め方等＞ 

・令和４年度は、奈川文化センター夢の森、Ｍウイングの中

間補修工事を実施。特にＭウイングは権利者の合意を得な

がら４カ年の工事を計画的に実施 

・松南地区公民館の実施設計 

【第３次計画において関連する 

分野・方針】 

４－５ 社会教育関係施設等の整

備・充実 
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 ア 事業成果 

 (ｱ) 事業の達成状況 

奈川文化センター夢の森は、屋根・外壁補修の他、照明 LED 化、トイレ洋式化及び空

調改修等を実施し、建設から２８年経過し、老朽化した施設・設備等の環境整備を完了

しました。Ｍウイング（中央公民館）も建設から２３年経過していますが、大規模施設

のため４か年計画で利用に配慮しつつ工事を実施します。１年目となる本年度は、落下

の危険性が指摘されていた外壁の補修、外灯照明の LED 化等のほか、故障して漏水して

いた給水ポンプを更新しました。このように公民館の利用環境は計画的に改善されてい

ます。 

加えて、松南地区公民館中間改修工事の実施設計も終え、次年度工事の準備も整い

ました。 

 (ｲ) 第３次計画において位置づけた「関連する分野・方針」との連携についての達成状況 

   奈川文化センター夢の森の中間改修工事に合わせて、同地区内の福祉ひろばを移転・

集約しました。さらに、敷地内へ奈川診療所も移転・新築し、奈川地区の公共施設の集

約が完了し、地区住民の利便性が一層向上しました。（４－５） 

 イ 課題と方向性 

  個別施設計画に基づき、当面は中間改修工事により、老朽化した施設・設備を更新して

いきます。 

⑸ 重要文化財旧松本高等学校校舎耐震事業（継続） 

平成３０年度から６カ年、耐震補強工事を実施 

＜具体的な進め方等＞ 

国庫補助事業計画に基づき、実施 

令和４年度 … 耐震補強工事（本館Ⅲ期） 

令和５年度 … 耐震補強工事（本館Ⅳ期） 

また、令和３年度耐震補強工事において床下の蒸気配管保

温材からアスベストが検出されたため、蒸気配管を全て除去 

令和３年度 …本館南棟東 1-4、1-5 会議室床下配管を除去 

令和４年度 …令和３年度除去箇所を除く全ての床下配管を除

去 

【第３次計画において関連する 

分野・方針】 

４－５ 社会教育関係施設等の整

備・充実 

９－２ 文化遺産の保存と活用 

 ア 事業成果 

 (ｱ) 事業の達成状況 

   ａ 耐震補強工事（本館Ⅲ期）を完了しました。 

   ｂ アスベストを含有している床下蒸気配管をすべて除去しました。 

 (ｲ) 第３次計画において位置づけた「関連する分野・方針」との連携についての達成状況 

    令和５年度（本館Ⅵ期）を実施し、平成３０年度から６カ年計画で実施してきた耐震

事業を終了します。（４－５、９－２） 

 イ 課題と方向性 

  防災施設等整備事業の計画策定を行います。 

４ 評価意見及び教育委員会の改善方針（取組方針） 

⑴ ＤＸを活用した多様な学びとコミュニティ創出事業 

 ア 点検評価委員による評価意見 
(ｱ)  基本計画では「松本まるごと学都構想」を掲げた。生涯学習課が中心を担っていただきたい。

DX 活用は事業の目的ではなく、多様な学びの手段に過ぎない。昨年度に比べて人の動き・学び
の実像が見えにくい。 

(ｲ)  デジタル活用支援人材の育成は全国的な課題。デジタル活動が高齢者の学習制限にならない
のか。流行に流されない恒常的なものを期待したい。 

イ 教育委員会の改善方針（取組方針） 
(ｱ) いつでも、どこでも学ぶことができる学習の場を充実させるなど、まるごと学都構想の実現

に向けて、図書館・博物館と協働し、具体的な連携事業を検討します。 
(ｲ) これまでの学びの場に加え、ＩＣＴの活用により多世代かつ多様な住民が主体的に学ぶこと

ができる場を提供します。また、デジタルディバイドの解消のための学習講座の開催を続ける
と共に、ＤＸ推進本部等と連携し、地域でのデジタル活用支援人材の発掘・育成を行います。 
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⑵ 松本版コミュニティスクール事業 

 ア 点検評価委員による評価意見 
  大野川の CSの効果検証をどういう観点で進めていくか。どこを評価して他地区への事業拡大を
進めるのか。 

イ 教育委員会の改善方針（取組方針） 
  コミュニティスクール事業の在り方検討会などで、以下の観点から効果検証を行い、他地区への
展開方法について検討します。 

  （主な観点） 
 ・法に基づく学校運営協議会を設置したことにより、学校と地域の連携・協働は深まったか 

  ・地域学校協働活動推進員を配置したことにより、学校の負担軽減が図れたか 
  ・事業費を委託料方式にしたことにより、柔軟な事業運営につながったか 

⑶ 若者の居場所づくりと社会参画事業 

 ア 点検評価委員による評価意見 
  松本若者会議ついては、外部に委託したと聞いている。次年度以降は生涯学習課としてどういっ
た形で事業展開していく予定か。地域づくり課のユースサポート事業が高校との連携を進めている
ので、課としてどう連携していくのか。 

イ 教育委員会の改善方針（取組方針） 
  松本若者会議は「大しごとーく信州Ａｄｖａｎｃｅ 若者会議２０２２」を主催・企画していま
す。地域づくり課ユースサポート担当は、事業協力とともに、高校との連携事業を実施しており、
両団体ともにまちづくりに興味のある高校・大学生をサポートするノウハウがあります。そのため、
生涯学習課 青少年ホームは、両者をサポートする立場として参加・協力することで、連携を図り
ます。また、関係者で事業や情報を提供するための統一した媒体づくりを進めます。 

 

⑷ 重点目標以外 

 ア 点検評価委員による評価意見 
(ｱ) 第 3 次教育振興基本計画策定によって、事業展開が変わったか。 
(ｲ) ５つの重点目標の他に生涯学習全体をとらえるような事業目標があったほうが好ましい。 
(ｳ) あがたの森の野外でも Wi-Fi を利用できると、公園が学習の場となりやすい。 

 イ 教育委員会の改善方針（取組方針） 
(ｱ) 第３次教育振興基本計画の策定により、若者と子どもへの事業を重点的に実施するほか、新

たな切り口としてＩＣＴの活用などの取組みを進めます。 
(ｲ) 社会教育関係各課と連携を図り、生涯学習の観点から、地域全体での取り組みに繋がる事業

の展開を検討します。 
 (ｳ) 所管課である公園緑地課に今回の意見を伝え、Ｗｉ－Ｆｉ導入の検討を依頼しました。 
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令和４年度事務事業報告 
課名：中央図書館  
 

１ 事務事業の概要 
図書館は、市民にとって単に本を借りるという場所だけでなく、もっと知りたい、もっと深め

たいという興味・関心や好奇心を支え、多種多様な情報や学習機会を提供する生涯学習の拠点施

設です。 

 社会の変化や市民ニーズを踏まえ、地域が抱える様々な課題の解決や暮らしに役立つ資料・情

報の収集に努めるとともに、新しいつながりや交流の拠点となるべく、図書館自らが積極的に情

報発信、提供を行い、市民の生涯を通じた学びを支える地域の情報拠点としての図書館を目指し

ます。 

 

２ 中央図書館の総合評価 

 自己評価 評価の理由 

重点目標の 

達成度 Ａ 

・新たな市民ニーズや社会の要請を踏まえ、地域の情報拠点となる図

書館としてサービス充実を図るため図書館サービス計画の基本とな

る「松本市図書館未来プラン」を策定しました。 

・長野県と市町村による協働電子図書館に参加し、非来館型サービス

の充実に努めました。 

・分館（あがたの森図書館を除く）にＷｉ－Ｆｉを設置し、自由に情

報にアクセスできる環境の整備を進めました。 

社会情勢への

対応（任意） 

・自習スペースとして開放している３階第１・２会議室とロビースペースについて、

より多くの市民に利用してもらえるようレイアウトを変更し、感染対策をしたうえ

で、座席数を増やしました。また、２階畳コーナーを若者学習スペースとしてリニ

ューアルし、学習環境の整備を図りました。 

・感染対策として資料の消毒や館内消毒を継続的に実施しました。 

事務事業の効

率化（任意） 

図書館利用者の利便性と窓口業務の効率化を図るため、図書館利用者カードの新

規登録と更新手続きのオンライン申請について検討を進めました。 

 

３ 令和４年度における重点目標の成果と課題     【第３次計画で主に関連する分野・方針】 
⑴ 松本市図書館未来プランの策定（新規） 

図書館の現状と課題を改めて洗い出し、目指すべき将来像やそ

の実現を図るための具体的な取組みと方向性を定め、新たな市民

ニーズや社会の要請をふまえた図書館サービスの充実を図るた

め、「図書館未来プラン」を策定 

＜具体的な進め方等＞ 

  「松本市図書館未来プラン」を、１０月を目途に策定                        

【第３次計画において関連する 

分野・方針】 

４－３ 地域の情報拠点として

の図書館機能の充実 

４－５ 社会教育関係施設等の

整備・充実 

 

ア 事業成果 

 (ｱ) 事業の達成状況 

    図書館サービスの基本計画である「松本市図書館未来プラン」を令和４年１０月に

策定しました。 

 (ｲ) 第３次計画において位置づけた「関連する分野・方針」との連携についての達成状況 

   ａ 未来プランに定めたサービス充実の具体的な取組みに基づき、公民館と連携して

講座を行いました。また、ＭＬＡ（博物館・図書館・文書館）連携について、文書

館主催の講座にパネリストとして参加しました。（４－３） 

ｂ 松本城の世界遺産登録推進を図る取組みの一環として、秋の読書週間に城郭考古

学者の千田嘉博氏を講師に招き、関係各課と連携し「松本城と世界の城」というテ

ーマで講演会を開催しました。お城をテーマにした図書館ロビーでの展示や、図書

館の「お城文庫」の資料の活用を図りました。（４－３） 
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ｃ 課題解決型図書館として実績のある札幌市から講師を招き、三の丸エリアプラッ

トフォームメンバーを加えた意見交換と、図書館職員の資質向上のための研修を行

いました。（４－３） 

 イ 課題と方向性 

  松本市図書館の基本理念「出会う つながる ガク都の広場」を具現化するため、今

後も市民への積極的な情報発信・提供を行い、未来プランに沿ったサービスの充実に努

めます。 

⑵ 中央図書館の大規模改修（継続） 

開館から３０年が経過し、ハード面での課題が生じています。

居場所・交流・勉強・趣味など市民ニーズに対応、利用者視点の

ゾーニングを実施、多様な空間の確保に努め、安全安心で快適な

環境の整備、市民の利便性の向上のための大規模改修工事の内容

検討 

＜具体的な進め方等＞ 

劣化度調査を行い、未来プランの実現に必要な改修工事の検討 

【第３次計画において関連する 

分野・方針】 

４－３ 地域の情報拠点として

の図書館機能の充実 

４－５ 社会教育関係施設等の

整備・充実 

 ア 事業成果 

 (ｱ) 事業の達成状況 

    中央図書館の改修方針を検討するため、劣化度調査を実施しました。 

 (ｲ) 第３次計画において位置づけた「関連する分野・方針」との連携についての達成状況 

松本市図書館未来プランの施策の柱５では、多種多様なサービス提供のための施設

整備や施設のユニバーサルデザイン化等、居心地の良い公共空間を提供するための具

体的な取組みを定めました。また、改修方針の検討のためＰＦＩ導入庁内検討会議を

開きました。そこで出た意見を反映し、改修の方向性を検討するため、課内検討会を

立ち上げました。（４－５） 

 イ 課題と方向性 

 (ｱ) 令和５年度は中央図書館のアスベスト調査を行います。 

(ｲ) 劣化度調査の結果や仮設図書館の方向性を踏まえ、未来プランの実現に必要な改修の

検討を進めていきます。 

⑶ 電子図書館の導入とＩＣＴの利活用（新規） 

来館しなくても情報にアクセスできる図書館サービスの充実 

・「電子書籍」を用いた電子図書館サービスを提供し、誰でも

気軽に情報へアクセスできる環境を整備 

・市民の情報拠点として、迅速かつ正確で多種多様な情報を

提供できる環境の整備 

＜具体的な進め方等＞ 

・協働電子図書館事業について、令和４年８月の事業開始に向

けて運営委員会に参加、準備 

・ＩＣＴを活用したオンラインデータベース増加の検討 

・分館にＷｉ-Ｆｉ環境を整備 

・作業などの効率化による利用者の利便性向上を目的に、ＩＣ

タグの導入を研究 

【第３次計画において関連する 

分野・方針】 

４－３ 地域の情報拠点として

の図書館機能の充実 

４－５ 社会教育関係施設等の

整備・充実 

 ア 事業成果 

 (ｱ) 事業の達成状況 

   ａ 県と市町村による協働電子図書館へ参加しました。 

   ｂ 市民の情報収集に役立つ新たなデータベースを導入しました。 

   ｃ 分館（あがたの森図書館を除く）にＷｉ－Ｆｉを設置しました。 

 (ｲ) 第３次計画において位置づけた「関連する分野・方針」との連携についての達成状況 

   ａ 県と市町村による協働図書館へ参加し、来館しなくても情報にアクセスできる環 

境の整備に努めました。（４－３） 

  ｂ 課題解決に役立つ新たな分野のデータベースの導入について検討しました。 

（４－３） 

ｃ 分館（あがたの森図書館を除く）にＷｉ－Ｆｉを設置し、自由に情報にアクセス 

 できる環境の整備を進めました。                  （４－３） 
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 イ 課題と方向性 

 (ｱ) 利用者の利便性向上と業務の効率化のため、ＩＣタグの導入について引き続き研究し

ます。 

(ｲ) データベースの種類の拡充と利用促進のための周知方法について研究します。 

(ｳ) 協働電子図書館は、引き続き利用者の需要等の把握に努めます。 

⑷ 第２次学都松本子ども読書活動推進計画の推進（継続） 

子どもが読書に親しめる環境づくり、子ども読書活動を担う

人材が情報共有、交流、協働して活動を高めていくための計画

を推進 

＜具体的な進め方等＞ 

・サードブック事業の具体的な実施方法の検討 

・中・高校生に向けて、ブックリストの作成等の支援事業 

・読書活動に意欲的にかかわる人材の養成、活躍の機会の創出 

【第３次計画において関連する 

分野・方針】 

１－２ 乳幼児期の遊びと学び

の充実 

２－１ 学童期の遊びと学びの

充実 

４－１ 社会教育活動の充実 

４－３ 地域の情報拠点として

の図書館機能の充実 

４－５ 社会教育関係施設等の

整備・充実 

 ア 事業成果 

 (ｱ) 事業の達成状況 

    サードブック事業については、実施方法等の検討を行い、令和５年度から実施が決ま

りました。 

 (ｲ) 第３次計画において位置づけた「関連する分野・方針」との連携についての達成状況 

ａ サードブック事業実施に向けて、学校図書館司書も参加している子ども読書活動推

進委員会作業部会において本の選定を行いました。（２－１） 

ｂ 子ども読書活動推進委員と連携し、人材育成のため読み聞かせボランティア養成講

座と子ども読書活動スキルアップ講座を計画的に実施しました。（１－２） 

 イ 課題と方向性 

 (ｱ) 令和５年度からのサードブック事業実施にあたり、学校図書館司書との連携を図ると

共に、事業の効果を検証していきます。 

 (ｲ) 第２次学都松本子ども読書活動推進計画の最終年度となるため、評価・検証を行い、

今後の活動に反映させます。 

 (ｳ) 中・高生に向けた、豊かな心を育み生きる糧となるような本との出会いのきっかけ作

りとなる支援事業を引き続き進めます。 

４ 評価意見及び教育委員会の改善方針（取組方針） 

⑴ 松本市図書館未来プランの策定 

 ア 点検評価委員による評価意見 
未来プランの完成度は高いと思います。他市町村や県、公民館など、他との連携が令和５年度

以降、未来プランの実現に向けた取組みを期待したい。 

イ 教育委員会の改善方針（取組方針） 
未来プランに定めた具体的な取組みに基づき、博物館・美術館・文書館とのＭＬＡ連携を進めま

す。また、松本まるごと学都構想の視点から、公民館・博物館・図書館で話合いの場を設け、具体的
な連携事業を検討します。 

⑵ 電子図書館の導入とＩＣＴの利活用 

 ア 点検評価委員による評価意見 
 (ｱ) 分館にインターネットを使った作業ができる空間があるのか。Wi-Fi の整備をしても空間が

なければ活用にならない。高校生が勉強できるような空間の創出やイベントで活用できるよう
な工夫を期待したい。 

 (ｲ) あがたの森全体で Wi-Fi 環境が整い校外学習などで利用できると良い。 
 (ｳ) 図書館カードのオンライン申請を進めてはどうか。 
 (ｴ) データベースの整備完了以降、次は利用をいかに増やすか。職員が率先して使用し利用者に

進めること。 
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イ 教育委員会の改善方針（取組方針） 
 (ｱ)(ｲ) 分館では、閲覧席を利用してご自分のスマートフォンやタブレットを使うことは可能で 

す。また、中央図書館には３月末に学生専用の学習席としてティーンズコーナーを整備しま 
した。あがたの森図書館は、令和 5 年度末の耐震工事終了後の移転に合わせて、学習専用ス 
ペース及び Wi-Fi を設置する予定です。 

(ｳ) 導入について研究を進めています。 
(ｴ) 職員の操作研修を行い、利用講座の開催を検討します。 

⑶ 重点目標以外 

 ア 点検評価委員による評価意見 
(ｱ) 中央図書館という課名がわかりにくい。条例としては松本市図書館。松本市図書館の方が組
織名としては良いと思う。 

 (ｲ) 「学校図書館司書」を「学校司書」に修正、学校との連携をさらに進めてもらいたい。 

 イ 教育委員会の改善方針（取組方針） 
 (ｱ) 組織名の変更について、行政改革見直し検討に挙げています。 
(ｲ) 「学校司書」に修正します。令和 5 年度も学校司書との合同研修を予定しています。 
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令和４年度事務事業報告 
課名：文化財課 
 

１ 事務事業の概要 
行政と市民が連携して文化財の保存活用を図り、次世代へ引き継いでいくため、松本市文化財

保存活用地域計画に位置付けた各種事業を積極的に進めるとともに、その成果を市民に分かりや

すく伝える講座や学習会、ＳＮＳ等による情報発信を積極的に行います。 

市域の文化財の中核をなす松本城を後世に確実に守り伝えるため、歴史的遺構や史跡内建造物

等に関する調査・研究と復元・整備を計画的に実施するとともに、関連する歴史的資料の収集・

保存・研究を進め、その成果を周知、活用します。 

歴史や文化を活かしたまちづくりを通じて、市民が地域に愛着や誇りを持ち、観光や産業とい

った経済振興にもつながるような、魅力ある地域づくりを目指します。 

 

２ 文化財課の総合評価 

 自己評価 評価の理由 

重点目標の 

達成度 Ｂ 

・ 住民主体による文化財の保存活用を図るため、まつもと文化遺産

認定制度の周知と新規認定、補助金等による支援を図りました。 

・ ＳＮＳや動画投稿サイトによる文化財や発掘調査成果の情報発信

を拡充したことにより、フォロワー数や再生回数が増大し、周知の

効果を高めることができました。 

・ 市域の文化財の中核をなす国指定文化財の今後の保存活用に向け、

整備基本計画策定や整備事業に着手しました。 

・ 松本城を将来に確実に継承していくための耐震・防災対策や堀浄化対

策などの施策を予定通りに進め、成果を得ることができました。 

・ 松本城南・西外堀復元事業は、事業主体のお城まちなみ創造本部と

協力し、発掘調査等を予定通り実施しました。 

社会情勢への

対応（任意） 

少子高齢化と価値観の多様化により、文化財の保存と継承がこれまで以上に厳し

さを増す社会情勢にあるなか、ＳＮＳ等を活用した情報発信など、若い世代にも地

域の歴史や文化財に関心を持ってもらうための取組みを継続していきます。 

また、地域の文化財と関わる体験を通じて地域への愛着を高め育むことができる

よう地域の取組みを支援していきます。 

三の丸エリアビジョンの策定などの新しいまちづくりに連携し、史跡松本城整備基本

計画策定や松本城及びその周辺整備計画の見直しなど、史跡松本城の保存、活用、整

備に関する取組みに着手しました。 

事務事業の効

率化（任意） 

松本市公式ホームページに周知の埋蔵文化財包蔵地を掲載したことで、市民への

埋蔵文化財の周知が図れると同時に、不動産・建築等関係者が文化財課に問い合わ

せることなく包蔵地の範囲等を確認することが可能になりました。 

松本城南・西外堀復元事業では、お城まちなみ創造本部と協力しながら、史跡整備の

ための協議・調整および発掘調査を実施します。 

 

３ 令和４年度における重点目標の成果と課題        【第 3 次計画で主に関連する分野・方針】 
⑴ 文化財の魅力を市民に周知し理解を深めるための情報

発信（継続） 

ＳＮＳや YouTube 等を活用した情報発信を通じ、文化財

の魅力や価値を幅広い世代の市民に周知 

＜具体的な進め方等＞ 

・ＳＮＳ「まつもとの文化財」や市ホームページ等を活

用し、市内文化財の情報を幅広く発信 

・埋蔵文化財の発掘調査成果について、現地説明会や報

告会開催のほか、動画による配信を実施 

【第３次計画において関連する分野・ 

方針】 

２－４ 多様な遊びと学びの機会の保障 

８－３ 地域づくりの推進 

９－１ 文化芸術・歴史の魅力の発信 
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・市ホームページから閲覧可能な発掘調査報告書の登録

推進と周知拡大                 

 

ア 事業成果 

 (ｱ) 事業の達成状況 

  ａ ＳＮＳ「まつもとの文化財」は年間３３７回の発信を行い、Facebook１０１件、

Instagram １４８件のフォロワーを獲得しました。（９－１） 

ｂ 発掘調査の現地説明会（２回実施、参加者延べ１３７人）や発掘報告会（参加者２

１３人、動画再生回数延べ２，３７０回（前年度動画分含め）のほか、出土遺物の速

報展（来館者１，００２人）を開催しました。実地とインターネットの両面から成果

を発信したことで、幅広い世代に向けて埋蔵文化財に対する関心を喚起する機会にな

りました。（２－４） 

  ｃ 埋蔵文化財発掘調査報告書について新たに２件のＰＤＦデータを掲載し、市民や研

究者等への学習の機会を提供しました。（２－４） 

 (ｲ) 第３次計画において位置づけた「関連する分野・方針」との連携についての達成状況 

お城まちなみ創造本部と連携して、ＳＮＳ上で松本市近代遺産をシリーズ化して紹介

しました。（９－１） 

まつもと文化遺産の新規ロゴマーク投票の手段としてＳＮＳを活用したことで、制度

の周知を高めるだけでなくＳＮＳのフォロワー拡大も図ることができました。 

（８－３、９－１） 

 イ 課題と方向性 

  もっと知りたい、もっと深めたいという市民の幅広い興味や関心に応えられるよう、遊

びや体験の要素を取り入れた親しみやすい情報発信に取り組んでいきます。 

⑵ まつもと文化遺産活用事業（継続） 

「松本市歴史文化基本構想」及び「松本市文化財保存

活用地域計画」に基づき、住民が地域の文化財を主体的

に保存活用する取組みを支援、地域の活性化 

＜具体的な進め方等＞ 

・「まつもと文化遺産保存活用協議会」で「まつもと文

化遺産」の認定、引き続き補助金を支援 

・認定候補団体への助言、ロゴマークの活用による制度

の周知 

【第３次計画において関連する分野・ 

方針】 

８－３ 地域づくりの推進 

９－１ 文化芸術・歴史の魅力の発信 

９－２ 文化遺産の保存と活用 

 ア 事業成果 

 (ｱ) 事業の達成状況 

  ａ 協議会を２回開催し、新たに第二地区と芳川地区の２団体をまつもと文化遺産に認

定し、３団体に補助金を交付し、活動を支援しました。（８－３、９－２） 

  ｂ 既存のまつもと文化遺産２件（保存活用団体２団体）について活動状況の報告を受

け、協議会から助言を行いました。（８－３、９－２） 

 (ｲ) 第３次計画において位置づけた「関連する分野・方針」との連携についての達成状況 

   ロゴマークを決定するに当たり、学校との連携により市内小中学校に投票を呼びかけ

るチラシを配布しました。（９－１） 

公民館と連携し、主事会においてまつもと文化遺産の制度を周知するとともに、新規

遺産の認定証授与式を町会長会等で行い、地域住民への周知を図りました。 

（８－３、９－１） 

 イ 課題と方向性 

  身近な文化財の積極的な活用を通じて、子どもたちが地域に対する関心を高められるよ

う、地域の保存活用団体の取組みを支援していきます。 

33



 

 

 

 

⑶ 小笠原氏城館群史跡整備事業（継続） 

国史跡に指定された小笠原氏城跡の保存活用 

＜具体的な進め方等＞ 

・史跡整備の具体的な内容を定める整備基本計画を令和

４～５年度の２か年で策定 

・史跡小笠原氏城跡の文化財的価値等を、現地講座、マ

ップ、市ホームページ「松本の山城」等で周知 

【第３次計画において関連する分野・ 

方針】 

８－３ 地域づくりの推進 

９－１ 文化芸術・歴史の魅力の発信 

９－２ 文化遺産の保存と活用 

 ア 事業成果 

 (ｱ) 事業の達成状況 

    史跡小笠原氏城跡整備基本計画案について、策定委員会を設置・開催し、検討しまし

た。林大城の現地講座を開催し、史跡の文化財的価値の周知を図りました。（８－３、

９－２） 

 (ｲ) 第３次計画において位置づけた「関連する分野・方針」との連携についての達成状況 

       地区公民館主催の講座で林城が取り上げられ、文化財課が講師等で協力し、社会教育

分野との連携、市民の学びの場としての活用を図ることができました。 

（８－３、９－１） 

 イ 課題と方向性 

  昨年度策定した保存活用計画で明らかとなった史跡の課題を解決するため、早期に整備

に着手する必要があります。 

⑷ 殿村遺跡史跡整備事業（継続） 

平成２２年度から発掘調査や虚空蔵山周辺の総合調査

を実施し、地域信仰の遺跡群として史跡指定を目指す 

＜具体的な進め方等＞ 

・調査指導委員会、文化庁、長野県教育委員会と史跡指

定に向けた調整の実施 

・殿村遺跡用地内の旧会田中学校プールの解体 

【第３次計画において関連する分野・ 

方針】 

８－３ 地域づくりの推進 

９－１ 文化芸術・歴史の魅力の発信 

９－２ 文化遺産の保存と活用 

 ア 事業成果 

 (ｱ) 事業の達成状況 

    史跡指定に向け、長野県教育委員会と協議を行いました。また、殿村遺跡用地内の旧

会田中学校プールの解体工事を実施しました。（９－２） 

 (ｲ) 第３次計画において位置づけた「関連する分野・方針」との連携についての達成状況 

    市民団体の学習会等で殿村遺跡、虚空蔵山城が取り上げられ、文化財課が講師等で協

力し、社会教育分野との連携、市民の学びの場としての活用を図ることができました。

（８－３、９－１） 

 イ 課題と方向性 

  殿村遺跡は現地保存されており、活用に向けた整備等が必要です。総合調査で明らかに

なった殿村遺跡、虚空蔵山城の文化財的価値を基に、史跡指定に向けた取組みを進めます。 

⑸ 史跡弘法山古墳再整備事業（継続） 

規模や形状等を確認する発掘調査や周辺古墳群の調査

を行い、保存活用計画を策定 

＜具体的な進め方等＞ 

調査委員会や県教委・文化庁の指導・助言を受け、古

墳の外形や墳丘の規模を確認する発掘調査を実施 

【第３次計画において関連する分野・ 

方針】 

８－３ 地域づくりの推進 

９－１ 文化芸術・歴史の魅力の発信 

９－２ 文化遺産の保存と活用 

 ア 事業成果 

 (ｱ) 事業の達成状況 

弘法山古墳発掘調査を実施し、予定していた調査が完了しました。（９－２） 

 (ｲ) 第３次計画において位置づけた「関連する分野・方針」との連携についての達成状況 

    地区公民館講座等で弘法山古墳が取り上げられ、文化財課が講師等で協力し、社会教

育分野との連携、市民の学びの場としての活用を図ることができました。 

（８－３、９－１） 
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 イ 課題と方向性 

  東日本最古級の前方後方墳である弘法山古墳の文化財的価値を市民に知ってもらい、学

びの場や観光に活用できるよう、整備に向けた取組みを進める必要があります。 

⑹ 白骨温泉の噴湯丘と球状石灰石保存整備事業（継続） 

令和６年度の公開に向けた観察路・安全柵・案内板な

どの整備 

＜具体的な進め方等＞ 

・観察路などの設計や用地測量を実施 

・魅力的な観光資源として活用されるよう、地域や関 

  係機関と連携 

・公開後の活用に向け、旅館従業員や地元小学生対象

の見学会を開催 

【第３次計画において関連する分野・ 

方針】 

８－３ 地域づくりの推進 

９－１ 文化芸術・歴史の魅力の発信 

９－２ 文化遺産の保存と活用 

 ア 事業成果 

 (ｱ) 事業の達成状況 

  a 整備計画に基づき、文化財の保存に配慮した観察路などの測量設計を実施しました。

（９－２） 

  b  整備後の活用に向けて、整備内容や案内の仕方などについて地元関係者と方向性を共 

有しました。（９－１） 

  c  噴湯丘発掘体験を含む見学会を３回開催し、地元理解を深めました（参加人数：延べ 

３７名）。（８－３、９－２） 

 (ｲ) 第３次計画において位置づけた「関連する分野・方針」との連携についての達成状況 

   地元小学校のクラブ活動や総合学習を活用し、現地で文化財に直接触れる体験学習を

行い、地域の宝への愛着や文化財の保存活用に対する理解を深めることにつながりまし

た。（８－３、９－１） 

 イ 課題と方向性 

  天然記念物の保全と観光活用を図りながら、令和６年度の公開に向けて整備区域の整備

を進めます。 

⑺ 国宝松本城天守耐震対策事業（継続）   

松本城の文化財的価値を損なわない耐震補強案を検討

し、令和４年度中に耐震対策基本計画を策定、国庫補助を

取り込みながら令和８年度から耐震工事を実施 

＜具体的な進め方等＞ 

国宝松本城天守耐震対策専門委員会で耐震補強案の

検討を行い、天守耐震対策基本計画を策定 

【第３次計画において関連する分野・ 

方針】 

９－１ 文化芸術・歴史の魅力の発信 

９－２ 文化遺産の保存と活用 

 

ア 事業成果 

 (ｱ) 事業の達成状況 

天守建造物（木造部分）単体の耐震補強案（手法）の検討を進め、一定の目途がたち

ました。 

令和２～３年度に実施した天守石垣や地盤等の調査の結果、松本城天守石垣の耐震能

力が想定を下回ったこと、また、一部の石垣ではらみだしが確認されたことなどから、

天守建造物と石垣の一体的な耐震補強方法について、国宝松本城天守耐震対策専門委員

会で検討を進めました。 

耐震対策に関する取組状況について庁内関係部署に情報提供を行い、工事期間中の市

民生活や観光等に及ぼす影響に関する意見交換を行いました。（９－１、９－２） 

 (ｲ) 第３次計画において位置づけた「関連する分野・方針」との連携についての達成状況 

   天守石垣や地盤等の調査結果から、新たにわかった松本城の立地について、講座等の

市民の学びの場で周知をはかり、松本城の歴史や保存活用に理解を深めてもらいました。 

（９－１、９－２） 

 イ 課題と方向性 

天守の文化財的価値を損ねない耐震補強案の検討を行うよう、文化庁や有識者から厳格

な対応を求められているため、天守建造物と石垣の一体的な耐震補強案及び耐震対策基本

計画の策定期間に更なる時間が必要となりました。（策定時期を令和４年度末から５年度

末に延期） 
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令和５年度末の耐震対策基本計画策定を目指し、国宝松本城天守耐震対策専門委員会内

で協議を推進します。 

  工事による市民生活や観光等への影響を最小限とするよう、庁内外で検討を進めます。 

今後予定する、松本城黒門の耐震対策工事と天守耐震対策工事の実施時期を調整します。 

⑻ 松本城防災設備整備事業（継続） 

国庫補助を活用し、松本城防災設備の見直しを実施 

令和６年度までに建造物等の防災設備の更新・新設 

＜具体的な進め方等＞ 

送水設備新設や、電気配管、配水管の敷設、受電設備

の改修を実施。設備の設置に伴う本丸内の遺構確認 

【第３次計画において関連する分野・ 

方針】 

９－１ 文化芸術・歴史の魅力の発信 

９－２ 文化遺産の保存と活用 

 ア 事業成果 

 (ｱ) 事業の達成状況 

スプリンクラーに接続するポンプ室、貯水槽、発電機等の送水設備の新設、電気配管・

排水管の敷設、受電設備の改修を実施しました。（９－２） 

 (ｲ) 第３次計画において位置づけた「関連する分野・方針」との連携についての達成状況 

   天守ナイトツアーなど、天守内を学びの場として活用する中で、新たに設置したスプ

リンクラー等の防災設備を見学してもらい、文化財保存への理解を深めてもらいました。 

（９－１、９－２） 

 イ 課題と方向性 

  令和６年度の事業完了を目指し、これまでに引き続き国庫補助を活用しながら、既存ポ

ンプや貯水槽等の設備更新を実施します。 

  天守建造物の解体が必要となる防災設備については、天守耐震対策工事をあわせて実施

します。 

⑼ 黒門・太鼓門耐震対策事業（継続） 

耐震対策基本計画に基づき耐震工事に着手。大地震動

時の被害が大きい太鼓門を先行して工事着手。黒門は太

鼓門耐震工事完了後、来城者等に不都合が生じないよう

留意しながら事業実施 

＜具体的な進め方等＞ 

太鼓門の一の門、二の門の耐震補強工事に着手  

【第３次計画において関連する分野・ 

方針】 

９－１ 文化芸術・歴史の魅力の発信 

９－２ 文化遺産の保存と活用 

 ア 事業成果 

 (ｱ) 事業の達成状況 

太鼓門一ノ門、二ノ門の耐震補強工事を実施しました。（９－２） 

 (ｲ) 第３次計画において位置づけた「関連する分野・方針」との連携についての達成状況 

    公民館と連携したまち歩き講座において、太鼓門耐震工事内容を紹介し、地域住民へ

の周知を行いました。（９－１） 

 イ 課題と方向性 

  太鼓門は、令和４年度に引き続き国庫補助を活用しながら、一ノ門の工事のほか、袖塀

の工事を実施します。 

  黒門は、工事期間中の通行（本丸内への入場）制限が想定されることから、来場者への

影響が最小限となるよう、天守の耐震工事と一体的に実施できるよう時期を調整します。 

⑽ 堀浄化対策事業（継続） 

基本計画に基づく工事の実施設計を行ったうえで、令

和５年度から国庫補助を活用して松本城堀の堆積物除去

工事を実施 

＜具体的な進め方等＞ 

松本城堀の堆積物除去工事、工事のための実施設計を実

施。堀清掃業務や薬剤の散布等、日常的な堀浄化業務を継

続して実施 

【第３次計画において関連する分野・ 

方針】 

９－１ 文化芸術・歴史の魅力の発信 

９－２ 文化遺産の保存と活用 
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 ア 事業成果 

 (ｱ) 事業の達成状況 

松本城の内堀、外堀及び総堀の堆積物除去（浚渫）に向け、工事の実施設計を行いま

した。令和５年度の工事着手に向けた文化庁との協議の中で、浚渫工事を含む堀浄化対

策事業の事業効果の証明と事業期間の見直しを求められたことから、追加の堀総合調査

を実施しました。（９－２） 

 (ｲ) 第３次計画において位置づけた「関連する分野・方針」との連携についての達成状況 

   市民のまち歩き講座において、古文書に残る江戸時代の浚渫の様子や、今後予定して

いる浚渫事業を紹介し、学びの場として活用する中で、事業を市民に周知しました。 

（９－１、９－２） 

 イ 課題と方向性 

実施設計に基づく工事の内容と、堀総合調査の結果及び浚渫後の堀水の維持・管理に関

する堀浚渫等の計画内容を、令和４年度策定予定の史跡松本城整備基本計画に記載するよ

う、文化庁から指導を受けました。また、堀浚渫工事が、堀水や周辺環境に悪影響を及ぼ

すことのないよう事業期間の延長を求められました。 

文化庁や有識者と協議しながら、国庫補助を活用し、令和５年度より、堀水水源の上流

部となる内堀東側の浚渫工事に着手します。 

⑾ 松本城南・西外堀復元事業（継続） 

国庫補助を取り込みながら、幕末維新期の姿に南・西

外堀の復元を実施 

＜具体的な進め方等＞ 

・主管課と協力しながら、令和９年度の「水をたたえ

たお堀」復元を目標  

・令和４年度の用地取得完了を目指し、用地買収、家

屋補償等の取組みを実施 

・南外堀の試掘を実施 

・お城まちなみ創造本部と協力し、「平面整備」から「水

をたたえた堀の復元」への転換に向けた調査・研究

を推進 

・取組成果を周知・報告し、意見を伺う場の創出 

【第３次計画において関連する分野・ 

方針】 

２－４ 多様な遊びと学びの機会の保障 

９－１ 文化芸術・歴史の魅力の発信 

９－２ 文化遺産の保存と活用 

 ア 事業成果 

 (ｱ) 事業の達成状況 

事業用地の取得率が９０．３％に達しました。 

代替地（旧医師会館跡地ほか）の一部整備を行いました。 

復元する堀の範囲・形状を確認するため、南外堀跡地の一部の発掘調査を実施しまし

た。 

文化庁との協議の中で、水堀復元への事業方針変更についての理解を得ました。一方

で、復元に必要な史資料の調査・研究や、追加の発掘調査、それらに基づく復元の詳細

な事業方針・設計等を行うよう、また、それらの成果に基づく詳細な事業内容を史跡松

本城整備基本計画に記載するよう強く指導を受けました。（９－２） 

 (ｲ) 第３次計画において位置づけた「関連する分野・方針」との連携についての達成状況 

   南外堀の発掘調査成果について、現地説明会や報告会等の市民の学びの場を通じ、市

民に周知しました。（２－４、９－１、９－２） 

 イ 課題と方向性 

事業用地取得及び代替地整備を進めます。 

文化庁の指導に基づき、堀の範囲と形状を確認するため、南外堀跡は追加の発掘調査、

西外堀は必要箇所の発掘調査をそれぞれ実施します。 

主管課であるお城まちなみ創造本部に協力しながら、堀の復元（工事）に係る事業方針

の策定を進めます。 

外堀復元に向け、文化庁や有識者との協議を進めます。 

堀総合踏査の結果等を踏まえた堀復元事業の取組事項を、史跡松本城整備基本計画に記

載します。 
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４ 評価意見及び教育委員会の改善方針（取組方針） 

⑴ 文化財の魅力を市民に周知し理解を深めるための情報発信 

 ア 点検評価委員による評価意見 
(ｱ) 「観光や産業への振興」の市外への発信の具体策が見えない。工夫して発信することが必要 
(ｲ)  SNS での情報発信はほかの自治体と比べてどうなのか、先進事例を調べ、予算要求していく予

定か。 

イ 教育委員会の改善方針（取組方針） 
(ｱ) 現在、文化財の基本情報を中心に発信していますが、電話やメールの問合せから、SNS や公式

ホームページを通じて、文化財に関心のある市外在住者への一定の周知はなされていると考え
られます。好評を得ている文化財マップと連携した発信や、タイムリーで魅力ある情報の見せ
方など、広い層に訴求力のある発信に取り組んでいきたい。 

(ｲ) 岐阜県飛騨市など文化財情報発信の先進事例に比べると、広がりのある情報や多角的な情報
の発信はまだ少ない状況です。コンテンツ作成に係る予算はなく、現状では職員のスキルに頼
っている状況です。今後も職員のスキルアップを図るとともに、より表現力や訴求力を要求す
るコンテンツ作成は、専門性の高い業者への委託等、予算化も検討したい。 

⑵ 国宝松本城天守耐震対策事業 

 ア 点検評価委員による評価意見 
  松本城は世界、海外へ発信するべき、耐震工事で観覧できないことがマイナスとならないよう、
耐震工事の現場を見せるなど、広報を進めてほしい。 

 イ 教育委員会の改善方針（取組方針） 
  先進地の事例（姫路城や熊本城）を参考に、工事期間中の現場見学など、対応できることを研究
します。 

⑶ 重点目標以外 

 ア 点検評価委員による評価意見 
 学校のつながり、観光産業との連携や市内外からの支援を求めてもよいのではないか。 

 イ 教育委員会の改善方針（取組方針） 
現在、文化財課では、見学会や速報展、出前講座、小学校の遠足受入れなど博物館と連携して

事業を実施しています。文化財の中核となる松本城についても、松本城管理課、観光コンベンシ
ョン協会と連携して宿泊付きナイトツアーなどを実施しており、学校への出前授業も年間３５件
ほど行っています。今後も、庁内関係課と連携し、学校教育や観光施策と連携した魅力ある発信
に取り組みたい。 
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令和４年度事務事業報告 
課名：博物館 
 

１ 事務事業の概要 
博物館は、市域の歴史、民俗、産業、自然等の資料を収集保管し、市民の学習に供することに

より松本市の発展に寄与することを目的とする社会教育機関です。平成１２年に策定した「松本

まるごと博物館構想」の理念のもと、多くの世代が気軽に学習に利用できる環境を整えるため、

新博物館の建設を進めます。また、展覧会や講座のほか多様な情報発信を通して松本について学

ぶ機会を提供し、市民の皆さんとともに学びの成果を地域の発展に活かしていきます。 

 

２ 博物館の総合評価 

 自己評価 評価の理由 

重点目標の 

達成度 Ｂ 

基幹博物館の建築工事は、計画通り進捗し、完成しました。資料移

転準備、開館記念特別展や開館記念事業の準備、指定管理者選定、コ

ーディネーターの人選、旧博物館の解体準備も順調に進捗していま

す。 

 国宝旧開智学校校舎は、保存活用計画を策定しました。耐震対策工

事、防災設備整備事業は、ほぼ順調に進捗しています。 

 博物館施設の管理運営のあり方を、関係課と共に検討しました。分

館施設の事業の効果を検証し、見直しを行いました。 

社会情勢への

対応（任意） 

松本まるごと博物館のホームページ上で、基幹博物館開館に向けて博物館紹介を

学芸員が交代で行い、今後の博物館について積極的に情報発信を行いました。市民

学芸員養成講座を継続的に開催するとともに、友の会、市民学芸員の会の学びに、

学芸員が積極的に関わっていきます。 

事務事業の効

率化（任意） 

市民参加によって行った手まりモビールのお披露目会を開催しました。また、市

民学芸員養成講座を引き続き開催しました。また、友の会及び市民学芸員の会を中

心としたガイド案内募集を行いました。市民学芸員の会では、市域の歴史や民俗等、

興味を持った学習会が多数立ち上げられています。友の会の部会も含め、学芸員も

積極的に参加し、市民の学びに寄与しています。 

 

３ 令和４年度における重点目標の成果と課題     【第３次計画で主に関連する分野・方針】 
⑴ 基幹博物館整備事業（継続） 

建築工事及び展示製作を進め、それぞれ７月と１１月の完成目

標。建物完成後の施設管理や条例等の整備 

＜具体的な進め方等＞ 

・建築工事は内装や外構等の仕上げ工事を中心に進め、７月中の

完成目標 

・展示製作は建物完成後から、展示室内の造作・造形物や展示ケ

ース等の設置を開始、１１月中の完成目標 

・指定管理者制度を導入。基本事項となる休館日、開館時間及び

観覧料等を決定、条例等の改正 

・運営方法は直営（学芸業務）と指定管理者（管理運営業務）の

混合とし、指定管理者については年度中に公募及び選定 

【第３次計画において関連する 

分野・方針】 

４－５ 社会教育関係施設等の

整備・充実 

 

ア 事業成果 

 (ｱ) 事業の達成状況 

基幹博物館の建築工事及び展示制作は、予定通り完成しました。指定管理者制度の導

入、公募、選定及び条例等の改正も予定どおり進めました。 

 (ｲ) 第３次計画において位置づけた「関連する分野・方針」との連携についての達成状況

展示制作の中で、地域の小学生にモニタリングを実施し、学校連携を推進しました。 

39



 

 

 

 

（４－５） 

 イ 課題と方向性 

   現在、枯らし期間のため撤収している実資料を展示し、１０月の開館までに、常設展 

示を完成させます。 

⑵ 基幹博物館の開館準備（新規） 

(ｱ) 開館記念特別展の準備 

(ｲ) コーディネーターの人選 

(ｳ) 令和５年秋の開館記念事業を計画 

＜具体的な進め方等＞ 

・開館記念特別展の出展資料を確定し、必要経費を積算、関連

事業の計画作成 

・コーディネーター候補者選定し、事前交渉を行い、最終候補

者の絞り込み 

・開館行事は他館の事例等を参考に実施計画で協議 

【第３次計画において関連する 

分野・方針】 

４－５ 社会教育関係施設等の

整備・充実 

 ア 事業成果 

 (ｱ) 事業の達成状況 

    基幹博物館の開館準備を順調に進めました。１階のにぎわい創出及び開館記念特別 

展の具体的な計画を作成し、コーディネーターを決定、開館行事の準備を進めました。 

 (ｲ) 第３次計画において位置づけた「関連する分野・方針」との連携についての達成状況 

   ・特別展の準備で企業連携を行い、社会還元の取組みを行いました。（４－５） 

   ・開館行事の準備で、地域や高校、大学と連携しました。（４－５） 

 イ 課題と方向性 

   運営支援業務の確実な実施に向けて準備を行います。 

⑶ 国宝旧開智学校校舎保存活用事業（継続） 

(ｱ) 「学都」の礎である国宝旧開智学校校舎を適切に保存活用

するための計画を策定、校舎の耐震対策工事、防災設備整備 

(ｲ) 工事休館中は、旧司祭館・地元公民館等と連携し、旧開智

学校校舎の紹介展示や耐震工事に関する情報を発信 

＜具体的な進め方等＞ 

・国宝旧開智学校校舎保存活用計画を策定 

・校舎の耐震対策工事を実施 

・防災設備整備として、年度前半で実施設計、後半から工事着

手 

・学都松本の象徴としての多様な情報を発信 

【第３次計画において関連する 

分野・方針】 

９－２ 文化遺産の保存と活用 

 

 ア 事業成果 

 (ｱ) 事業の達成状況 

  ・保存活用計画を策定し、耐震対策工事の実施並びに防災設備整備事業に着手しました。 

 (ｲ) 第３次計画において位置づけた「関連する分野・方針」との連携についての達成状況 

・地元公民館との連携による工事見学会の実施により地域づくり意識が醸成されました 

（９－２） 

・旧司祭館での校舎の紹介展示（紹介動画放映等）や工事見学会を行い、来館者・参加

者に好評でした。（９－２） 

・校舎の紹介展示や大学研究室による校舎の調査研究等により、歴史・文化財に触れる

機会を創出し、その魅力・価値を発信しました。（９－２） 

 イ 課題と方向性 

 ・保存活用計画に基づいた校舎の活用等を実施していきます。 

 ・耐震対策工事、防災設備整備事業を進めると共に、紹介展示等による魅力・価値の発信

を行い、歴史文化に触れる機会の創出、文化財保護意識の醸成を図ります。 
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⑷ 博物館施設の管理運営のあり方（継続） 

(ｱ) 分館を整理し、施設の管理運営のあり方を検討 

(ｲ) 文化財建造物系の施設に建築士を配置する仕組みづくりを

検討 

＜具体的な進め方等＞ 

・分館を整理し、行政改革の取組みにおいて再編を検討 

・職員配置見直し、建築の専門職員の配置を検討 

・分館の指定管理者制度の拡充を検討 

・分館の事業見直し 

・文化財施設等の管理運営を関係課と方針共有 

・学芸員及び建築士の計画的採用と人材育成を検討 

【第３次計画において関連する 

分野・方針】 

４－５ 社会教育関係施設等の

整備・充実 

９－２ 文化遺産の保存と活用 

 

ア 事業成果 

 (ｱ) 事業の達成状況 

   ・分館の業務を整理し、施設の管理運営のあり方を検討しましたが、継続検討となっ 

ています。 

   ・分館の整理及び文化財建造物の建築士配置について、関係課と検討しました。 

 (ｲ) 第３次計画において位置づけた「関連する分野・方針」との連携についての達成状況 

   ・学芸員の資質向上のため、地域や社会教育団体に職員を派遣しました。（４－５） 

   ・分館の指定管理者制度の導入の検討にあたり、地域との連携に積極的に取り組みま

した。（４－５） 

 イ 課題と方向性 

   分館の整理及び建築士の配置について、関係課とともに、行革で取り組みます。 

⑸ 現博物館施設の解体準備（新規） 

個別施設計画に基づき、現博物館施設の解体準備 

＜具体的な進め方等＞ 

・松本城整備研究会に報告、解体方法について史跡保護の指導

を仰ぎます。 

・試掘調査の実施について関係課と協議 

・概算経費を算出し、実施計画で検討 

・不要備品の廃棄経費を算出、実施計画で検討 

【第３次計画において関連する 

分野・方針】 

９－２ 文化遺産の保存と活用 

 ア 事業成果 

 (ｱ) 事業の達成状況 

    松本城整備研究会、文化庁及び長野県教育委員会の助言・指導に基づき、解体方法を

   検討するための試掘調査を実施しました。 

 (ｲ) 第３次計画において位置づけた「関連する分野・方針」との連携についての達成状況 

    史跡松本城の保護を前提として解体方法を検討しました。（９－２） 

 イ 課題と方向性 

  具体的な解体方法については、次年度の設計業務委託の中で検討し、令和７年度までの

 解体撤去に向け、取組みを進めます。 

４ 評価意見及び教育委員会の改善方針（取組方針） 

⑴ 基幹博物館整備事業 

 ア 点検評価委員による評価意見 
(ｱ)  松本まるごと博物館構想は素晴らしいが、市民は博物館があるのが当たり前になっているの
ではないか。現地を活かす事業が疎かになっていないか。新博物館が現地の宝の基幹になるこ
とが重要であり、それが重要事業ではないか。 

(ｲ)  市民学芸員は生涯学習の一環であることを含めて、学びの機会を提供しながら質を高め、特
別感をもって博物館を支えられる組織にできないか。 

(ｳ) １階の賑わい創出に学生がアルバイトなどで関われないか。若者の参加の仕組みを検討いた
だきたい。 
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イ 教育委員会の改善方針（取組方針） 
(ｱ) 新博物館は、導入展示で市内の宝を映像で紹介しています。また、常設展示は、松本城や城
下町から広がる８つのテーマ展示となっており、常設展示を見てから街へ出かけて、現地を見に
いくような構成となっています。新博物館の展示を活かすため、現在、市民学芸員を中心に、博
物館内だけでなく街へつながる説明を行う常設展示案内ガイドを養成しています。 

(ｲ) 市民学芸員の自主的な学習会は、犀川通船、お蚕様、旧町名等、現在１５グループあります。 
 七夕人形グループは、学校、保育園、公民館等から要請があった場合、講座を開催しています。 

年度末には、１年間の活動を発表したり、街あるき等市民向け講座を開催したりする博物館ま
つりを毎年実施しており、既に博物館を支える組織となっています。 

(ｳ) 今年度の市民学芸員養成講座に、高校生が参加しています。また、オープニングイベントで
は、市内で活躍している高校生、大学生に声をかけ発表の場を設けました。新博物館では、高校
生や大学生等の若者が、学校の文化祭だけでない発表の場として活用してくれるよう、今後、博
物館から打診していく予定です。 
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Ⅰ　全体の件数

総事業数 246

Ⅱ　施策ごとの件数・達成状況

施策項目 100％超 70～100％ 70％未満

１　子育て 26 29 0 22 0
方針１　子育て支援の充実 11 11 0 10 0

方針２　乳幼児期の遊びと学びの充実 9 12 0 6 0

方針３　子どもの居場所づくりの推進 6 6 0 6 0

２　教育 55 59 5 26 26
方針１　学童期の遊びと学びの充実 13 14 2 6 6

方針２　青年期の遊びと学びの充実 4 4 0 1 3

方針３　教職員研修の充実と働き方改革の推進 7 7 1 3 3

方針４　多様な遊びと学びの機会の保証 23 26 2 14 9

方針５　子ども関係施設等の整備・充実 8 8 0 2 5

３　人権共生 17 17 1 12 4
方針１　子どもの権利保障と環境づくりの推進 6 6 0 4 2

方針２　互いを認め合い学び合う教育の推進 7 7 1 5 1

方針３　特別支援教育の充実 4 4 0 3 1

４　社会教育 43 49 4 28 10
方針１　社会教育活動の充実 11 15 2 9 4

方針２　リカレント教育の充実 7 7 2 2 3

方針３　地域の情報拠点としての図書館機能の充実 16 16 0 11 1

方針４　平和祈念事業の推進 3 3 0 2 1

方針５　社会教育関係施設等の整備・充実 6 8 0 4 1

５　自然 7 7 0 5 2
方針１　環境教育活動の推進 7 7 0 5 2

６　食 16 20 0 15 1
方針１　学校給食の充実 6 8 0 4 0

方針２　食育の推進 10 12 0 11 1

７　スポーツ 19 19 0 7 3
方針１　市民皆スポーツの推進 7 7 0 4 0

方針２　スポーツの魅力の発信 6 6 0 2 2

方針３　スポーツ団体・リーダー育成の推進 5 5 0 0 1

方針４　スポーツ施設等の環境整備 1 1 0 1 0

８　地域 28 35 1 15 15
方針１　放課後の子どもの居場所づくりの推進 4 4 0 1 2

方針２　学校・家庭・地域の連携・協働の推進 6 7 0 4 3

方針３　地域づくりの推進 18 24 1 10 10

９　文化芸術・歴史 35 40 2 11 5
方針１　文化芸術・歴史の魅力の発信 7 9 1 4 0

方針２　文化遺産の保存と活用 19 20 0 1 3

方針３　表現・学習・交流・鑑賞の場づくりの推進 9 11 1 6 2

246 275 13 141 66合計

上記のうち、目標が数値管理に適さない指標は５５指標

第４章　教育振興基本計画の進捗状況

（単位：事業）

施策名

事業数 指標数

指標達成率（対目標値）
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方針１　子育て支援の充実

通番 事業名

1 子育て支援事業の推進

2 妊娠期の支援動画配信

3 育児学級

4 多言語版母子健康手帳の発行

5 育児相談

6 子育て支援講座

7 あるぷキッズ支援事業

8 子ども子育て安心ルーム事業

9 留守家庭対策事業

10 児童館・児童センター整備事業

11 児童館管理運営事業

小児（救急）医療にかかわる子育て支援講座等（「子どもが急病になったときの対
応法」、「上手な病院のかかり方」など）を開催する事業

発達障がいと診断された子ども等と保護者に対する相談事業、園や学校への巡回支
援、あるぷキッズサポート手帳の配付等の支援を行う事業

妊娠・出産から子育て期の切れ目のないきめ細かな子育て支援を行うために、こど
もプラザ（筑摩、小宮、南郷、波田）への「子ども子育て安心ルーム」の設置、子
育てコンシェルジュの配置、母子保健コーディネーターによる子育て相談・支援を
行う事業

民間（12の学童クラブ）が実施している放課後児童健全育成事業に対する補助事業

地域の子どもたちの遊びの拠点や放課後児童健全育成事業の実施場所を整備する事
業

18歳までの子どもに健全な遊びの場を提供するために、市内26児童館・児童セン
ターが留守家庭児童対策である「放課後児童健全育成事業」や未就園児とその保護
者のための「つどいの広場事業」を実施する事業

事業概要

子育ての悩みを共有するなど、親子の交流や学びを通した子育て支援を推進する事
業

妊娠期から母性・父性を育み、子育て不安を軽減するために情報提供を行う事業

乳幼児期の成長発達における適切な情報提供と育児支援を行う事業

英語・中国語・韓国語・タイ語・ポルトガル語・スペイン語・タガログ語・インド
ネシア語の8か国語の母子健康手帳を交付する事業

保健センター、各支所・出張所での面接、電話やオンラインで、保護者の子育てに
関する不安や悩みなどの相談を行う事業

１　子育て
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指標 実績（R4） 目標（R8） 達成率 方向性 担当課

実施公民館数
（館）

35 35 100% 継続 生涯学習課・中央公民館

提供している動画の種類
（種類）

5 5 100%
継続

（内容を随時更新する）
健康づくり課

離乳食に関する不安や疑問が解
消された割合

(%)
84% 90% 94% 継続 健康づくり課

多言語版母子健康手帳を必要と
する妊婦への交付率

(%)
100% 100% 100% 継続 健康づくり課

開催場所
（か所）

27

健康づくり課・保
健センター5か
所、地区22か所

27か所

100% 継続 健康づくり課

参加人数
(人）

45 継続 －

継続
（地域、団体等の要望により出前
講座を開催するもの。近年はコロ
ナ禍により開催が控えられていた
ことから現行体制で継続するも

の）

福祉政策課

遊びの教室参加者の満足度
（％）

98% 100% 98% 継続 こども福祉課

子ども子育て安心ルームの設
置ヵ所数
（か所）

4 4 100% 拡大 こども育成課

登録児童数
（人）

321 400 80% 継続 こども育成課

改築が必要な木造施設数
（館）

3 3 100%

継続
（個別施設計画、松本市公共施設
再配置計画に基づき、他の公共施
設の統合等を含めて整備計画を検

討する。）

こども育成課

年間延べ利用者数
（人）

377,587 400,000 94% 継続 こども育成課

１　子育て
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方針２　乳幼児期の遊びと学びの充実

通番 事業名

1 ブックスタート事業

2 セカンドブック事業

3 おはなし会の開催

6 特別保育の充実

8 保育園・幼稚園施設整備事業

9 保育士等の研修

方針３　子どもの居場所づくりの推進

通番 事業名

1 子どもの未来応援事業

2 留守家庭対策事業

１　子育て

乳児を持つ親が読み聞かせを通して楽しいひとときをもってもらうために、10か月
乳幼児健診時に絵本と絵本リストを贈る事業

親子で絵本を楽しむ時間を通して子どもの心と言葉を豊かにしてもらうために、３
歳児健診時に絵本と絵本リストを贈る事業

中央図書館や各分館で子どもの年齢に応じた絵本や紙芝居などによる「おはなし
会」を開催し、子どもたちや保護者に楽しい本の世界を紹介する事業

4 公立保育園・幼稚園の運営管理
全ての子どもの最善の利益を保障し、子ども・子育て家庭を地域社会全体で支援す
るために、家庭状況に応じた保育や幼児教育を提供する事業

延長保育、障がい児保育、一時預かり、訪問看護事業（医療的ケア児）、乳幼児情
操教育事業、食育、アレルギー対応食の提供等の保育サービスを提供する事業

7 保育サポーター配置事業

5
私立保育園・認定こども園・幼稚園等に対する指
導・助成

私立園の適正な運営の確保を目的として、指導監査する事業。経営の安定化、児童
処遇の均衡、幼稚園教育の振興及び教育の充実を図るために各種助成金を交付する
事業

高齢者が保育サポーターとして園児の遊び相手になることで、子どもの情緒の安定
性や自主性の発達等を促し、思いやる気持ちや優しい心を育むことを目的とした事
業

人口推計や社会動態に基づき、老朽化した施設・設備の計画的な改修・改築を行う
事業

子どもの好奇心や興味を大切にした遊びや体験の機会を、一人ひとりの個性に応じ
て提供する保育・幼児教育の質の向上のため、保育士等の実務者研修や園長のマネ
ジメント研修を実施する事業

子どもの孤食や欠食を防ぎ学習支援や保護者支援を行うことで地域の中に子どもの
健康と安全を守る居場所づくりを促進する事業

民間（12の学童クラブ）が実施している「放課後児童健全育成事業」に対する補助
事業

事業概要

事業概要
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指標 実績（R4） 目標（R8） 達成率 方向性 担当課

配本数
（冊）

1,633
該当者のみへの配
布のため、継続実

施
－ 継続 中央図書館

配本数
（冊）

1,652
該当者のみへの配
布のため、継続実

施
－ 継続 中央図書館

実施回数
（回）

175 215 81% 継続 中央図書館

公立保育園就園児童数
（人）

3,994 4,000 100%

公立幼稚園就園児童数
（人）

157 160 98%

助成金（千円）
私立保育園

295,522

助成金（千円）
私立幼稚園

56,941

－ 継続 継続 － 継続 保育課

保育園配置人数
（人）

42 42 100%

幼稚園配置人数
（人）

3 3 100%

改築実施園
（園数）

45 45 100% 継続 保育課

延べ参加人数
（人）

1,951 継続 － 継続 保育課

指標 実績（R4） 目標（R8） 達成率 方向性 担当課

食事提供、学習支援、相談など
を行う子どもの居場所ヵ所数

（か所）
16 28 57% 継続 こども福祉課

登録児童数
（人）

321 400 80% 継続 こども育成課

１　子育て

継続 保育課

継続 － 継続 保育課

継続 保育課

47



通番 事業名

3 児童館・児童センター整備事業【再掲】

4 児童館管理運営事業【再掲】

5 子どもの権利相談室「こころの鈴」運営事業

6
子どもの支援・相談スペース「はぐルッポ」運営事
業

１　子育て

地域の児童の遊びの拠点や放課後児童健全育成事業の実施場所を整備する事業

市内26児童館・児童センターで、18歳までの子どもに健全な遊びの場を提供するこ
とを目的として、留守家庭児童対策である「放課後児童健全育成事業」や未就園児
とその保護者のための「つどいの広場事業」を実施する事業

事業概要

子どもの権利擁護に必要な支援を行うために、子どもの権利相談室「こころの鈴」
が子どもの悩みや苦しみを受け止め、共に解決していくことを目指す事業

様々な事情で学校に通うことができない子どもや悩みを抱えている子どものための
居場所を提供し、一人ひとりの思いに寄り添いながら、生活支援・学習支援・保護
者支援を行う事業
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指標 実績（R4） 目標（R8） 達成率 方向性 担当課

改築が必要な木造施設数
（館）

3 3 100%

継続
（個別施設計画、松本市公共施設
再配置計画に基づき、他の公共施
設の統合等を含めて整備計画を検

討する。）

こども育成課

年間延べ利用者数
（人）

377,587 400,000 94% 継続 こども育成課

こころの鈴通信発行回数
(回）

4 4 100%

継続
（通信発行以外にも効果的な周知
に努め、研修等により相談員の質

向上を図る。）

こども育成課

居場所利用者数
（人）

2,836 2,000 100%

継続
（引き続き、不登校状態にある市
内の小中学校を対象都市、居場所
の提供、学習のサポートや相談業

務を実施する。）

こども育成課

１　子育て
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方針１　学童期の遊びと学びの充実

通番 事業名

1 交通安全教室事業（子ども向け）

2 まつもとっ子元気アップ事業

3 小学生自転車運転免許証交付事業

4 バスの乗り方教室・電車の乗り方教室事業

5 学都松本推進事業

6 エイズ・性感染症予防普及啓発事業

8 中学生職場体験の受入れ事業

9 メディアリテラシー教育事業

10 青少年薬物乱用防止事業

11 まちかど保健室運営事業

12 青少年相談窓口設置事業

２　教育

7 学校の魅力化を推進する取組み

多様な学びの在り方の検討を通して、地域の物的・人的資源や特性を生かした魅力
ある学校づくりを推進していく取組み
先進的な学校変革の取り組みを支援するリーディングスクールMatsumotoサポート事
業や、特色ある学校への区域外通学を可能とする小規模特認校制及び松本デュアル
スクールを実施

中学生の職場体験として受け入れ、学芸員の仕事を体験してもらうなど、博物館に
親しみ、学芸員としてのキャリアを伝えていく事業

事業概要

幼児（保育園・幼稚園等）や保護者を対象とした交通安全教室や啓発活動を行う事
業

不登校児童生徒に対する適応指導や相談支援の充実を図るために、「元気Ｕｐ教育
相談事業」の取組みを推進する事業

小学校4年生を対象に、正しい自転車の乗り方や法規等の基礎知識を習得し、交通安
全意識の高揚を図る事業

環境にやさしい公共交通の大切さを小学生に学んでもらうことで、公共交通利用へ
の意識を高める事業

学都松本の推進を図るために協議会を設置し、学都松本推進事業の開催や学習活動
に取り組む仕組みづくりを進める事業

学校・企業・地域における性感染症（エイズ、HIV等）の正しい知識の普及啓発と予
防活動を行う事業

市内小中学校の児童生徒や保護者を対象に、インターネット・スマートフォン等の
適切な使い方やルールづくりについて学ぶ講座を開催する事業

市内小中学校の児童生徒を対象に、酒やたばこの害、薬物乱用の恐ろしさ、薬全般
の正しい知識等を学ぶための講座を開催する事業

心や体、性に不安を抱える中高生や保護者などが気軽に相談できる場所としてまち
かど保健室を運用し、青少年支援の充実を図る事業

青少年の様々な問題（不登校、いじめ、非行等）で悩む保護者や子どもを対象に、
相談員による電話相談・面接を行う事業
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指標 実績（R4） 目標（R8） 達成率 方向性 担当課

開催回数
（回）

138 115 120% 継続 自転車推進課

相談件数
（件）

19 20 95% 継続 学校教育課

実施小学校
（校）

30 30 100% 継続 自転車推進課

実施小学校
（校）

12 16 75% 継続 公共交通課

学都推進事業　参加者数
(人）

268 500 54%

継続
社会教育施設を利用するなど学都
を実感する市民の増加を目標とす

る

教育政策課

講座等実施回数
（回）

108 100 100% 継続 健康づくり課

リーディングスクール実践校
（校）

0 16 0%

制度による区域外就学者数
（人）

16 25 64%

受入人数
（人）

17 10 170% 継続 博物館

小学校講座実施校数
（校）

21 26 80% 継続 こども育成課

小学校講座実施学校数
（校）

22 26 84% 継続 こども育成課

広報回数
（回）

0 12 0% 継続 こども育成課

広報まつもと等での周知
（回）

0 12 0% 継続 こども育成課

２　教育

継続 教育政策課
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通番 事業名

13 防災教室

方針２　青年期の遊びと学びの充実

通番 事業名

1 まちかど保健室運営事業【再掲】

2 私立学校補助事業

3 松本市育英資金奨学金事業

4 青少年相談窓口設置事業【再掲】

方針３　教職員研修の充実と働き方改革の推進

通番 事業名

1 教職員の研修

2 部活動指導員配置事業

3
学校教育情報化推進事業（教員のＩＣＴ活用指導力
向上）

4 学校教育情報化推進事業（校務の情報化推進）

5 教員業務支援員配置事業

6 スクールロイヤー配置事業

7 松本版コミュニティスクール事業

２　教育

松本市独自の研修の内容と方法で、教職員の研修を行う他、「教科等研究推進教
員」を市独自に委嘱し、日常の授業や指導に役立てる研修、「子どもと教職員の温
かな接点づくり」を目指した研修を行う事業

教職員の負担軽減と中学生の部活動環境の充実のために、部活動指導員、地域アス
リート、学生アスリートを配置する事業

日々進化するＩＣＴ環境に適応し、継続的な学びを実現するために、ＩＣＴ支援員
の配置などにより、教員のスキル
アップ向上を図る事業

児童生徒と向き合う時間や教材研究等の時間を確保し、教員の校務負担の軽減を図
るため、校務に係る情報システム等の整備を進める事業

教員が児童生徒への指導や教材研究に注力できるよう、授業以外の諸業務を補助的
に行う教員業務支援員を配置する事業

学校で発生する諸問題に対して、教育や福祉、子どもの権利等の視点を取り入れ、
法的観点から学校に助言する弁護士を配置する事業

「松本版コミュニティスクール」の仕組みを活用し、地域・保護者・学校などが子
どもや地域に対する願いや思いを共有し連携・協働しながら子どもを育てる「地域
とともにある学校づくり」を推進する事業

小学校の全校集会、避難訓練の際に訪問して防災教育を行い、子どもたちの災害対
処力の向上を図る事業

心や体、性に不安を抱える中高生や保護者などが気軽に相談できる場所としてまち
かど保健室を運用し、青少年支援の充実を図る事業

私立高等学校の奨学と振興を図る事業

意欲と能力がある学生が、経済的理由により進学を断念することがないよう、高等
学校修学に関する奨学資金を貸与する事業

青少年の様々な問題（不登校、いじめ、非行等）で悩む保護者や子どもを対象に、
相談員による電話相談・面接を行う事業

事業概要

事業概要

事業概要
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指標 実績（R4） 目標（R8） 達成率 方向性 担当課

開催回数
（回）

4 6 67% 継続 危機管理課

指標 実績（R4） 目標（R8） 達成率 方向性 担当課

広報回数
（回）

0 12 0% 継続 こども育成課

補助交付数
市内設置校

（校）
6 6 100% 継続 学校教育課

奨学生
（人）

39 75 52% 継続 学校教育課

広報まつもと等での周知
（回）

0 12 0% 継続 こども育成課

指標 実績（R4） 目標（R8） 達成率 方向性 担当課

松本市独自の教職員研修
（実施講座数）

35 85 41% 拡大
教育政策課
学校教育課

配置校数
（校）

8 18 44% 継続 学校教育課

ＩＣＴ支援員の配置数
（人）

※基準：概ね４校につき１名

12 11人以上 109% 継続 学校教育課

ICTを活用した校務負担軽減の
取り組み件数

（件）

1件 (学校と保護
者とのコミュニ

ケーションシステ
ム導入)

5件
(1件×5年)

20% 継続 学校教育課

配置校数
（校）

県費で通常学級概
ね７学級以上の小
中学校へ配置
小学校:22校、中
学校:15校

小学校：25校
中学校：16校
山間小規模小中併
設校：3校

84% 継続 学校教育課

配置校数
（校）

市内小中学校を5
ブロックに分け、
各ブロックに担当
弁護士を1人配置
小学校:28校、中
学校:19校

市内小中学校を5
ブロックに分け、
各ブロックに担当
弁護士を1人配置
小学校:28校、中
学校:19校

100% 継続 学校教育課

事業の実施 44

44運営委員会の全
てにおいて見守り
活動、あいさつ運

動の取組み

100% 継続 生涯学習課・中央公民館

２　教育

53



方針４　多様な遊びと学びの機会の保証

通番 事業名

1 自立支援教員・中学校学力向上推進教員等配置事業

2 トライやるエコスクール事業

3 学校教育情報化推進事業

5 夏休み・水の研究お助け隊

6 まつもと広域ものづくりフェア

7 ものづくり人材育成事業

8 園児を対象とした参加型環境教育事業

9 小学校環境教育事業

10 学都松本推進事業

11 教育文化センター各種事業

２　教育

自立支援教員・中学校学力向上推進教員の支援を通して、子どもの社会的自立を目
指す事業

特色ある学校づくりの一環として、地域の歴史・文化・自然等の活用による教育実
践活動や環境教育の充実を図る事業

「GIGAスクール構想」におけるＩＣＴ環境の整備充実を図る事業

4 授業用校用備品充実整備事業 学力の向上と豊かな心の育成を図るために、授業用備品等の充実を図る事業

園児の食べ物に対する「もったいない」意識など、環境意識の醸成を図るために、
保育園・幼稚園の年長児を対象に「ごみの分別と食べ残し」をテーマにした参加型
環境教育を実施する事業

子どもたちの食べ物に対する「もったいない」意識など、環境意識の醸成を図るた
めに、食品ロスをテーマとした環境教育を行い、家庭への波及効果を促す啓発事業

学都松本の推進を図るために協議会を設置し、学都松本推進事業の開催や学習活動
に取り組む仕組みづくりを進める事業

サイエンス教室やＩＣＴ・プログラミング関連講座、天文・プラネタリウム関連講
座等を幅広い世代に実施する事業

小学生の親子を対象として、飲料水の作られ方や家庭排水の処理・再生の仕方に関
する学びの機会を提供する事業

子どもたちにものづくりや理工学への関心を持ってもらうために、松本市、塩尻
市、安曇野市の行政や商工団体を中心とした実行委員会が、松本広域の次世代を担
う人材育成を図る事業

若年層にものづくりの楽しさを伝えるために、松本市ものづくり人材育成連絡会と
連携し、小学校での木工教室や中学校の職場体験学習の情報誌作成等を行う事業

事業概要

54



指標 実績（R4） 目標（R8） 達成率 方向性 担当課

配置人員
（人）

自立支援教員：43
人

学力向上推進教
員：18人

自立支援教員：49
人

学力向上推進教
員：19人

90% 継続 学校教育課

実施率
（％、全50校）

100% 100% 100% 継続 学校教育課

一人一台端末等ICT機器の使用
割合（％）

(国調査実績)ほぼ
毎日

小学校５年生：
42.9％

中学校1、2年生：
47.4％

ほぼ毎日
小学校：100％
中学校：100％

45% 継続 学校教育課

小学校整備費用
（千円）

73,281 100%

中学校整備費用
（千円）

52,973 100%

参加者組数
 (組）

21
(オンライン方

式）

12
(対面方式）

－
継続

（開催方法をオンライン方式から
対面方式に見直し）

下水道課

来場者数
（人）

2,200 2,500 88% 継続 商工課

木工教室実施回数
（回）

2 3 67% 継続 労政課

園児の意識変化の割合
（％）

62.2% 65% 96% 継続 環境・地域エネルギー課

実施小学校数
（校）

29 30 97% 継続 環境・地域エネルギー課

学都推進事業　参加者数
(人）

268 500 54%

継続
社会教育施設を利用するなど学都
を実感する市民の増加を目標とす

る

教育政策課

参加人数
（人）

2,658 2,500 106% 継続 教育政策課

２　教育

現状維持 継続 学校教育課
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通番 事業名

12 多様なニーズに応じた学習機会の創出事業

13 「学びの森いんふぉめーしょん」発行

14 生涯学習支援登録制度

15 青少年ホーム事業

16 南部老人福祉センター管理運営事業

17 交通安全教室事業（高齢者向け）

19
出前講座「いい街つくろう！パートナーシップまつ
もと」

20 市内遺跡発掘報告会

22
子どもの支援・相談スペース「はぐルッポ」運営事
業
【再掲】

23 学都松本寺子屋事業

２　教育

オンライン講座、キャリア教育の充実、学び直しへの支援など、多様なニーズに応
える学習機会の創出を通して、まちづくりに貢献する人材を育成していく事業

生涯学習に関するイベント情報や地域で活動する団体の情報等を生涯学習情報誌と
してまとめ、年4回全戸配布する事業

市民の生涯学習活動を支援するために、専門分野の知識を持つ指導者や自発的に活
動している団体・グループを登録し、その情報を市民に提供する事業

職業的スキルや人間力を育成するための各種講座やイベントなど、若者が主体的に
社会貢献活動に取り組むプログラムを実施する事業

教養の向上、レクリエーション、健康増進のために、各種教養講座やプラチナ大学
等を地域の高齢者を対象に実施する事業

事業概要

21 学校の魅力化を推進する取組み【再掲】

多様な学びの在り方の検討を通して、地域の物的・人的資源や特性を生かした魅力
ある学校づくりを推進していく取組み
先進的な学校変革の取り組みを支援するリーディングスクールMatsumotoサポート事
業や、特色ある学校への区域外通学を可能とする小規模特認校制及び松本デュアル
スクールを実施

様々な事情で学校に通うことができない子どもや悩みを抱えている子どものための
居場所を提供し、一人ひとりの思いに寄り添いながら、生活支援・学習支援・保護
者支援を行う事業

地区高齢者クラブ等を対象とした交通安全教室や啓発活動を行う事業

18 プラネタリウム・天文関連事業
プラネタリウムの投映や市民参加型の講座、天体観測ドーム等を活用した天体観測
会等を実施する事業

市民の学習機会の充実を図るとともに、市民と職員が対話を通じて相互理解を深め
「市民が主役」の市政の推進と市民の生涯学習によるいいまちづくりを目指す事業

遺跡発掘の成果に関する報告会や現地説明会等を開催し、市民の埋蔵文化財に対す
る理解と関心を高める事業

子どもたちの学習習慣の定着や基礎学力及び自己肯定感の向上を図るため、学校や
家庭以外の居場所で子どもに豊かな学びの機会を提供し、地域の大人が子どもたち
を支える仕組みを整えるもの。
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指標 実績（R4） 目標（R8） 達成率 方向性 担当課

実施公民館数
(館)

35 35 100% 継続 生涯学習課・中央公民館

発行部数
（部）

56,000 56,000 100% 継続 生涯学習課・中央公民館

指導者数
（人）

139 187 74% 継続 生涯学習課・中央公民館

青少年ホーム事業　参加人数
（人） 1,062 1,700 62% 継続 生涯学習課・中央公民館

延べ利用者数
（人）

11,664 24,000 49% 継続 高齢福祉課

開催回数
（回）

58 103 56% 継続 自転車推進課

プラネタリウム観覧者及び関連
事業参加者数

（人）
12,432 12,500 99% 継続 教育政策課

天体観測室利用者数
（人）

501 500 100% 継続 教育政策課

開催回数
（回）

380 430 88% 継続 生涯学習課・中央公民館

動画視聴回数
（人）

3,799 2,100 181%
継続

（会場での報告会開催と、動画配
信を実施）

文化財課

リーディングスクール実践校
（校）

0 16 0%

制度による区域外就学者数
（人）

16 25 64%

居場所利用者数
（人）

2,836 2,000 100%

継続
（引き続き、不登校状態にある市
内の小中学校を対象都市、居場所
の提供、学習のサポートや相談業

務を実施する。）

こども育成課

実施団体数 8 25 32% 拡大 教育政策課

２　教育

継続 教育政策課
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方針５　子ども関係施設等の整備・充実

通番 事業名

1 青少年の居場所づくり事業

2 小中学校新・増・改築事業

3 小中学校プール整備事業

4 小中学校長寿命化改良事業

5 小中学校トイレ改修事業

6 放課後子ども教室

7 児童館・児童センター整備事業【再掲】

8 児童館管理運営事業【再掲】

２　教育

放課後や休日に気軽に立ち寄り仲間と一緒にスポーツをしたり、交流の輪を広げた
りすることができる場や機会を保障する事業

教室不足対応や校舎・体育館の老朽化対応等のために、施設の新・増・改築を行う
事業

老朽化が著しいプールの改築・改修や民間水泳プールの活用による教育環境の改善
や施設耐久性の確保を図る事業

構造体の耐久化とインフラ設備の更新、多様な学習内容に応じた環境整備を行う事
業

児童生徒の生活環境の改善を図るために、トイレの洋式化・乾式化等の整備を図る
とともに、バリアフリーに対応した多目的トイレの増築・改修を行う事業

小学校の余裕教室や校庭等を利用し、地域住民の参加を通して放課後の子どもの居
場所を確保する事業

地域の児童の遊びの拠点や放課後児童健全育成事業の実施場所を整備する事業

市内26児童館・児童センターで、18歳までの子どもに健全な遊びの場を提供するこ
とを目的として、留守家庭児童対策である「放課後児童健全育成事業」や未就園児
とその保護者のための「つどいの広場事業」を実施する事業

事業概要
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指標 実績（R4） 目標（R8） 達成率 方向性 担当課

利用者数
（人）

1,173 6,000 20%
継続

（青少年の実情を踏まえ、継続実
施に加え拡充を検討したい。）

こども育成課

対象校
（校）

0 0 － 継続 学校教育課

改築率％
（校/校）

1
68.2%

(30/44)
61%

（27/44）
継続 学校教育課

改修率
（校/校）

0
9.5%

（2/21）
0%

（0/21）
継続 学校教育課

改修率
（校/校）

12
100%

（27/27）
52%

（14/27）
継続 学校教育課

延べ利用児童数
（人）

3,515 6,000 58.58%

継続
(支援員の確保ができず、H30年度
以降2校で休止となっているた

め、再開または、他小学校区での
実施について、松本市放課後子ど
も総合プランに基づき検討してい

く。）

こども育成課

改築が必要な 木造施設数
（館）

3 3 100%

継続
（個別施設計画、松本市公共施設
再鉢計画に基づき、他の公共施設
の統合等を含めて整備計画を検討

する。）

こども育成課

年間延べ利用者数
（人）

377,587 400,000 94% 継続 こども育成課

２　教育
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３　人権共生

方針１　子どもの権利保障と環境づくりの推進

通番 事業名

1 子どもの権利啓発事業

2
子どもの権利相談室「こころの鈴」運営事業【再
掲】

3 まちかど保健室運営事業【再掲】

4 青少年相談窓口設置事業【再掲】

5
子どもの支援・相談スペース「はぐルッポ」運営事
業
【再掲】

6 多文化共生プラザ運営事業

方針２　互いを認め合い学び合う教育の推進

通番 事業名

1 女性センター事業

2 トライあい・松本事業

3 企業人権啓発推進事業

4 多文化共生プラザ運営事業

5 メディアリテラシー教育事業【再掲】

6 メディアリテラシーのための教育の取組み

事業概要

子どもの権利条例の基本理念に基づき、子どもに関わる全ての大人が連携し、協働
して、全ての子どもにやさしいまちづくりを進めるために、子どもだけでなく、子
どもに関わる大人も含め、市民全体に、子どもの権利に対する理解が広がるよう、
積極的に普及・啓発に取り組む事業

子どもの権利擁護に必要な支援を行うために、子どもの権利相談室「こころの鈴」
が子どもの悩みや苦しみを受け止め、共に解決していくことを目指す事業

心や体、性に不安を抱える中高生や保護者などが気軽に相談できる場所としてまち
かど保健室を運用し、青少年支援の充実を図る事業

青少年の様々な問題（不登校、いじめ、非行等）で悩む保護者や子どもを対象に、
相談員による電話・面接を行う事業

様々な事情で学校に通うことができない子どもや悩みを抱えている子どものための
居場所を提供し、一人ひとりの思いに寄り添いながら、生活支援・学習支援・保護
者支援を行う事業

多文化共生による地域づくり拠点である「松本市多文化プラザ」を運営し、地域住
民に対する啓発や外国人住民の自立や交流を図る事業

男女共同参画社会の形成のための啓発、女性の能力の開発や就業支援等を実施する
事業

女性労働者等の生活の向上や、福祉の増進を図るために、各種の相談・指導・講習
等を実施する事業

企業における人権啓発推進リーダーを育成していくために、人権テーマの専門講師
による研修会を実施する事業

多文化共生による地域づくり拠点である「松本市多文化共生プラザ」を運営し、地
域住民に対する啓発や外国人住民の自立や交流を図る事業

市内小中学校の児童生徒及び保護者を対象に、インターネット・スマートフォン等
の適切な使い方やルールづくりについて学ぶ講座を開催する事業

デジタル格差解消の一環として、メディアリテラシー講座等を実施する事業

事業概要
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指標 実績（R4） 目標（R8） 達成率 方向性 担当課

パンフレット等配布回数
（回）

2 2 100%

継続
（少々気から大人（保護者）ま

で、段階に応じた子どもの権利の
周知・啓発に努める。）

こども育成課

こころの鈴通信発行回数
(回）

4 4 100%

継続
（通信発行以外にも効果的な周知
に努め、研修等により相談員の質

向上を図る。）

こども育成課

広報回数
（回）

0 12 0% 継続 こども育成課

広報まつもと等での周知
（回）

0 12 0% 継続 こども育成課

居場所利用者数
（人）

2,836 2,000 100%

継続
（引き続き、不登校状態にある市
内の小中学校を対象都市、居場所
の提供、学習のサポートや相談業

務を実施する。）

こども育成課

利用件数
（件）

1,573 8,650 79% 継続 人権共生課

指標 実績（R4） 目標（R8） 達成率 方向性 担当課

講座数
（講座）

19 24 79% 継続 人権共生課

講座数
（講座）

20 20 100% 継続 人権共生課

参加者数
(人）

100 100 128% 継続 人権共生課

利用件数
（件）

1,573 8,650 79% 継続 人権共生課

小学校講座実施校数（校） 21 26 80% 継続 こども育成課

実施公民館数
(館)

19 35 54% 継続 生涯学習課・中央公民館
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３　人権共生

通番 事業名

7
日本語を母語としない児童生徒支援事業
（松本市子ども日本語教育センター）

方針３　特別支援教育の充実

通番 事業名

1 特別支援教育支援員配置事業

2
日本語を母語としない児童生徒支援事業
（松本市子ども日本語教育センター）

3 教職員の研修【再掲】

4 あるぷキッズ支援事業【再掲】

小中学校に在籍する障がいのある子どもに対する支援を行っていくために、「特別
支援教育支援員」を配置し、特別支援教育の充実を図る事業

日本語を母語としない児童生徒に対する支援を行っていくために、田川小学校内に
松本市子ども日本語教育センターを設置し、日本語教育に関する相談業務、コー
ディネート業務、日本語教育支援員等による学校派遣授業を実施する事業

松本市独自の研修の内容と方法で、教職員の研修を行う他、「教科等研究推進教
員」を市独自に委嘱し、日常の授業や指導に役立てる研修、「子どもと教職員の温
かな接点づくり」を目指した研修を行う事業

発達障がいと診断された子ども等と保護者に対する相談事業、園や学校への巡回支
援、あるぷキッズサポート手帳の配付等の支援を行う事業

日本語を母語としない児童生徒に対する支援を行っていくために、田川小学校内に
松本市子ども日本語教育センターを設置し、日本語教育に関する相談業務、コー
ディネート業務、日本語教育支援員等による学校派遣授業を実施する事業

事業概要

事業概要
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指標 実績（R4） 目標（R8） 達成率 方向性 担当課

支援を必要とする児童生徒への
日本語教育の実施率

(%)
100% 100% 100% 継続 学校教育課

指標 実績（R4） 目標（R8） 達成率 方向性 担当課

配置人員
（人）

79 80 98% 継続 学校教育課

支援を必要とする児童生徒への
日本語教育の実施率

(%)
100% 100% 100% 継続 学校教育課

松本市独自の教職員研修
（実施講座数）

35 85 41% 拡大
教育政策課
学校教育課

遊びの教室参加者の満足度
（％）

98% 100% 98% 継続 こども福祉課
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４　社会教育

方針1　社会教育活動の充実

通番 事業名

1 教育文化センター各種事業【再掲】

2 多様なニーズに応じた学習機会の創出【再掲】

3 地域課題学習等による地域づくりの推進

4 大学・専門学校等との連携

5 公民館報の発行

7 公民館委員会活動の充実

8
未来へつなぐ私たちのまちづくりの集いの開催（公
民館研究集会・地域づくり市民活動研究集会合同開
催）

9 メディアリテラシーのための教育の取組み【再掲】

事業概要

サイエンス教室やＩＣＴ・プログラミング関連講座、天文・プラネタリウム関連講
座等を幅広い世代に実施する事業

オンライン講座やキャリア教育の充実、学び直しへの支援など、多様なニーズに応
える学習機会を創出し、まちづくりに貢献する人材の育成につなげる事業

地域課題の解決や地域づくり人材の育成を推進するために、公民館を中心に地域づ
くり学習会などを実施する事業

地域課題の解決や地域づくり人材の育成を推進するために、大学との共同研究等を
進めるとともに、各種専門学校の専門性を人材育成に活用するため、補助金交付等
を行う事業

隔月で年間6回、公民館活動の実施状況、お知らせ等の情報を提供する事業

6 公民館運営審議会の運営
総合的な地域づくり拠点としての公民館の在り方など、公民館運営・機能等に関す
る審議を行う事業

地区公民館活動の推進を図るために、公民館委員会の活動を充実させ、市民の事業
参画を図る事業

地域住民、市民活動団体、職員が一堂に会して、公民館活動の検証や地域課題等に
ついて学び合い、お互いの理解を深めることで、松本らしい地域づくりを推進して
いく事業

デジタル格差解消の一環として、メディアリテラシー講座等を実施する事業
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指標 実績（R4） 目標（R8） 達成率 方向性 担当課

参加人数
（人）

2,658 2,500 106% 継続 教育政策課

実施公民館数
(館)

10 35 29% 継続 生涯学習課・中央公民館

実施公民館数
(館)

35 35 100% 継続 生涯学習課・中央公民館

社会教育実習等の受入れ
（人）

5 7 71% 継続 生涯学習課・中央公民館

発行状況 全戸配布 全戸配布 100% 継続 生涯学習課・中央公民館

開催回数
（回）

0 4 0%

延べ参加人数
（人）

0 80 0%

実施公民館数
（館）

35 35 100% 継続 生涯学習課・中央公民館

参加人数
（人）

430 400 108% 継続
地域づくり課

生涯学習課・中央公民館

実施公民館数
(館)

19 35 54% 継続 生涯学習課・中央公民館

継続 生涯学習課・中央公民館
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４　社会教育

通番 事業名

11 町内公民館と地区公民館の連携強化

方針２　リカレント教育の充実

通番 事業名

1 思春期の子どもたちと向き合うための講座

2 青少年ホーム事業【再掲】

3 展覧会開催事業

4 学都松本・博物館関連事業

5 女性センター事業【再掲】

6 トライあい・松本事業【再掲】

7 図書館ビジネス支援

10 町内公民館業務の振興 町内公民館活動の充実を図るために、委託料を支出する事業

成人への移行期間として、身体的・精神的・社会的に成長していく思春期の子ども
たちに対する大人の関わり方を学ぶ講座を実施する事業

職業的スキルや人間力を育成するための各種講座やイベントなど、若者が主体的に
社会貢献活動に取り組むプログラムを実施する事業

松本の自然や歴史文化に対する市民の関心を高め、人の交流・観光に資するため
の、資料の収集・調査研究からなる企画展・特別展を開催する事業

ボランティアや市民との協働連携事業、学校連携事業、講座の開催、研究報告書作
成等を行う事業

男女共同参画社会の実現のために、啓発や女性の能力開発・就業支援等を実施する
事業

女性労働者等の生活の向上や福祉の増進を図るために、各種の相談・指導・講習等
を実施する事業

仕事や起業・創業活動に必要な利用者の判断を支援するための資料や情報を提供す
る事業

町会や地区の抱える課題を掘り下げ、方策を議論する意見交換や研修、相談業務等
の充実を図る事業

事業概要

事業概要
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指標 実績（R4） 目標（R8） 達成率 方向性 担当課

委託料
（実施率）

95% 100% 95%

1～ 200世帯：30,000円
（実施率）

95% 100% 95%

201  ～ 400世帯：31,000円
（実施率）

95% 100% 95%

401世帯～：32,000円
（実施率）

100% 100% 100%

実施公民館数
（館）

35 全35館 100% さらなる充実 生涯学習課・中央公民館

指標 実績（R4） 目標（R8） 達成率 方向性 担当課

延べ参加人数
（人）

- 120 0%

開催曜日等を変更して実施してみ
たが、参加者数が少ないため、子
ども向けの講座や相談窓口の開設
を継続し、大人向けの講座につい

ては、検討していく。

こども育成課

青少年ホーム事業　参加人数
（人）

1,062 1,700 62% 継続 生涯学習課・中央公民館

企画展数
（本）

8 5 160% 継続 博物館

開催回数
（回）

16 6 260%
市民と協働で博物館活動を行うた
めの市民学芸員養成講座を開催す
る。

博物館

講座数
（講座）

19 24 79% 継続 人権共生課

講座数
（講座）

20 20 100% 継続 人権共生課

ビジネス支援に関する企画・展
示

（回）
0 年4回以上 0% 拡大 中央図書館

継続
（世帯数に応じて対応）

生涯学習課・中央公民館
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４　社会教育

方針３　地域の情報拠点としての図書館機能の充実

通番 事業名

1 図書館資料整備事業

2 レファレンス（調査相談）対応

3 図書館資料の貸出

4 インターネット利用サービス

5 オンラインデータベース提供サービス

6 大学図書館との連携

7 公民館図書室との連携

8 団体貸出

9 障がい者サービス

10 ブックスタート事業【再掲】

11 セカンドブック事業【再掲】

12 おはなし会の開催【再掲】

13 講演会・講座等の開催

より新しい情報や市民の求める資料等を的確かつ迅速に提供できるように資料整備
を行う事業

利用者の求める資料や情報を提供するために窓口相談体制を整備し、調査研究や課
題解決のための支援を行う事業

図書館ネットワークにより、市内の図書館全11館の資料をどこの図書館でも貸出・
返却できるように、所蔵していない資料については他の図書館等からの相互貸借に
より提供できるようにする事業

インターネットによる蔵書検索や資料予約ができる他、貸出状況が確認できるサー
ビス等を行う事業

中央図書館にインターネットが利用できるパソコンを設置し、新聞記事等のデータ
ベースを図書館で利用できるようにする事業

地域の大学図書館と連携して、利用者サービスの拡大を図る事業

公民館図書室（奈川、四賀公民館など）と連携し、図書館からの貸出資料を公民館
図書室で返却できるようにするなど、利用者サービスの向上を図る事業

地区公民館や市の施設等に図書館資料の団体貸出を行い、身近な地域で図書館資料
が利用できるようにする事業

図書館利用に支障がある方に、本の宅配サービスや朗読サービス、デイジー図書郵
送貸出を行う事業

乳児を持つ親が読み聞かせながら楽しいひとときをもってもらうことを目的とし
て、10カ月乳幼児健診時に絵本と絵本リストを贈る事業

親子で絵本を楽しむ時間を通して子どもの心と言葉を豊かにしていくことを目的と
して、３歳児健診時に絵本と絵本リストを贈る事業

中央図書館や各分館で、子どもの年齢に応じた絵本や紙芝居などによる「おはなし
会」を定期的に開催し、子どもたちや保護者に楽しい本の世界を紹介する事業

親しみやすい図書館となるように、各種講座、講演会、図書館コンサート、図書館
まつり等を開催する事業

事業概要
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指標 実績（R4） 目標（R8） 達成率 方向性 担当課

市民一人当り蔵書数
（冊）

5.6 5.7 98% 継続 中央図書館

相談件数
（件）

9,215 10,700 86% 拡大 中央図書館

貸出冊数
（冊）

1,524,000 1,625,000 94% 拡大 中央図書館

インターネットによる予約件数
（件）

211,859 223,090 95% 継続 中央図書館

データベース
（種類）

8 10 80% 拡大 中央図書館

ー

・信州大学医学部
付属病院患者図書

室との連携
・信州大学付属図

書館との連携

１校増 － 拡大 中央図書館

連携する公民館数
（館）

2 3 67% 拡大 中央図書館

貸出団体数
（団体）

52 52 100%
団体図書のあり方を検討中のため

現状維持
中央図書館

宅配利用者数
（人）

57 70 81% 拡大 中央図書館

配本数
（冊）

1,633
該当者のみへの配
布のため、継続実

施
－ 継続 中央図書館

配本数
（冊）

1,652
該当者のみへの配
布のため、継続実

施
－ 継続 中央図書館

実施回数
（回）

175 215 81% 継続 中央図書館

実施回数
（回）

43 51 84% 継続 中央図書館
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４　社会教育

通番 事業名

14 貴重資料保存活用事業

15 地域資料の充実

16 図書館施設の維持管理

方針４　平和祈念事業の推進

通番 事業名

1 広島平和記念式典参加事業

2 親子平和教室

3 松本ユース平和ネットワーク

方針５　社会教育関係施設等の整備・充実

通番 事業名

1 図書館施設の維持管理

3 重要文化財旧松本高等学校校舎耐震化事業

2 町内公民館整備補助事業 住民自治を促進する町内公民館に対して、建設・改修補助金を交付する事業

中央図書館が所蔵する「山岳文庫」を始めとする貴重資料を市民に周知するととも
に保存活用を行う事業

地域住民の生活と密着した知識や情報を提供し、調査研究を支え支援するための地
域資料を収集する事業

事業概要

重要文化財旧松本高等学校の耐震基礎診断や保存活用計画に基づく耐震補強工事を
行う事業

利用者が安全で快適に図書館を利用できるように、施設の整備改修を計画的に行
い、より利用しやすくする事業

松本市平和都市宣言の願いを踏まえて、松本市内の中学校代表が、原子爆弾による
被爆地広島を訪れ、平和記念式典に参加するとともに、被爆体験者の講話や平和記
念資料館等の見学を通して、戦争の悲惨さ、原爆の恐ろしさ、平和の尊さを実感
し、平和意識の高揚を図る事業

市内小学校高学年から中学生の親子を対象に、松本市の戦争の歴史を学ぶこと等を
通じて「平和の大切さ」や「命の尊さ」を親子で考え、平和の連鎖を広げる事業

10代後半～20代を対象に、学習や発信活動を通じて平和に対する知識を深め、松本
から世界へ平和を発信できる人材を育成する事業

利用者が図書館を安全で快適に利用できるように、施設の整備改修を計画的に行う
事業

事業概要

事業概要
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指標 実績（R4） 目標（R8） 達成率 方向性 担当課

貴重資料の保存活用
・山岳文庫
8,754 冊

・山岳文庫
8,994 冊
・松本藩関係の和
漢籍燻蒸処理の完
了

97% 継続 中央図書館

地域資料数
（冊）

52,511 56,711 93% 継続 中央図書館

－ － 計画的な施設改修 －
継続

中央図書館は長寿命化改修工事に
むけて事業を拡大

中央図書館

指標 実績（R4） 目標（R8） 達成率 方向性 担当課

参加者数
（人）

19 23 83% 継続 平和推進課

参加者数
（組）

7 10 70% 継続 行政管理課

参加メンバー数
（人）

6 10 60% 継続 平和推進課

指標 実績（R4） 目標（R8） 達成率 方向性 担当課

－ － 計画的な施設改修 －
継続

中央図書館は長寿命化改修工事に
むけて事業を拡大

中央図書館

新築
（件）

0 0%

増・改築
（件）

1 100%

改修
（件）

97 100%

耐震化事業進捗状況金額ベース
（％）

82% 100% 82%
継続

（耐震工事完了R5予定）
生涯学習課・中央公民館

町会からの申請に
対し助成

継続 生涯学習課・中央公民館
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４　社会教育

通番 事業名

4 公園整備事業

5 教育文化センター整備事業【再掲】

6 基幹博物館整備事業

市民の潤い・やすらぎ・ふれあいの場、災害時の避難場所としての役割を果たすた
めに、緑の基本計画に基づき、景観や地域の特性、住民の要望に配慮しながら、総
合的・体系的な公園整備を図る事業

新たな施設を、不思議を探り、持続可能な未来を切り拓く、子どもと、大人、教職
員が共に育つ人材育成の拠点「学都ラボ」として再整備をする事業

事業概要

松本まるごと博物館構想の拠点となる基幹博物館について、基本構想・計画に基づ
き、松本城周辺整備計画等と整合を図りながら整備を進める事業
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指標 実績（R4） 目標（R8） 達成率 方向性 担当課

1人当り公園面積
（㎡）

14.67 20 73.35% 継続 公園緑地課

－
基本計画を見直

し、施設整備の方
向性を定めた

工事着工 ― 継続 教育政策課

整備等の状況
建築工事完了

展示製作業務完了
整備事業の完了 ―

令和5年度秋に開館
令和6年度に工損補償完了

博物館
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５　自然

方針１　環境教育活動の推進

通番 事業名

1 食品ロス削減事業

2 エコスクール事業

3 地区公民館環境講座

4 環境教育支援事業

5 トライやるエコスクール事業【再掲】

6 園児を対象とした参加型環境教育事業【再掲】

7 小学校環境教育事業【再掲】

事業概要

ごみの減量と食育の推進の観点から、年中児対象の親子歯科教室や出前講座等で、
食品ロス削減啓発用パンフレットを配布し、食品ロス削減に向けた主体的な取組み
を促進する事業

市民が地域の環境資源に関する知識を深めながら、環境意識の向上を図るために、
自然観察会等の体験型環境学習の機会を提供する事業

子ども世代から大人世代までの全ての世代を対象に、市民団体等と連携しながら、
地域の身近な問題から地球規模の問題までを主体的に学ぶ機会を提供する事業

環境分野の専門性を持つ企業・団体等が講師となる「環境学習プログラム」の情報
提供を通して、小中学校等における環境教育を支援する事業

子どもたちのアイデアを取り入れながら、地域の自然・歴史・文化等の特色ある地
域資源を活用し、学校ぐるみで取り組む教育実践を支援する事業

園児の食べ物に対する「もったいない」意識など、環境意識の醸成を図るために、
保育園・幼稚園の年長児を対象に「ごみの分別と食べ残し」をテーマにした参加型
環境教育を実施する事業

子どもたちの食べ物に対する「もったいない」意識など、環境意識の醸成を図るた
めに、食品ロスをテーマとした環境教育を行い、家庭への波及効果を狙う事業
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指標 実績（R4） 目標（R8） 達成率 方向性 担当課

パンフレット配布数
（部）

2,000 5,000 40% 継続 環境・地域エネルギー課

講座参加人数
（人）

225 330 68% 継続 環境・地域エネルギー課

実施公民館数
（館）

35 35 100% 継続 生涯学習課・中央公民館

事業実施数
（回）

43 45 96% 継続 環境・地域エネルギー課

実施率
（％、全50校）

100% 100% 100% 継続 学校教育課

園児の意識変化の割合
（％）

62.2% 65% 96% 継続 環境・地域エネルギー課

実施小学校数
（校）

29 30 97% 継続 環境・地域エネルギー課
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６　食

方針１　学校給食の充実

通番 事業名

2 食物アレルギー対応食提供事業

3 安全・安心な学校給食の提供

4 子ども・若者農業体験支援事業

5 学校給食センター再整備事業

6 生活習慣病予防の取組み

方針２　食育の推進

通番 事業名

2
１日２食は３皿食べよう～１・２・３でバランスご
はん～

「食物アレルギー対応マニュアル」等に沿って、対象児童生徒に安全なきめ細かい
対応食を提供し、食育における機会の均等化を図るとともに、医師と連携した食体
験を広げる対応食解除の取組みを実施する事業

給食センター職員の食中毒や感染症罹患等により給食を提供できないことのないよ
うリスク管理を行うとともに、徹底した衛生管理の下、安全・安心で美味しい学校
給食を提供するもの

農業体験や加工体験を通して、地域の農業、伝統文化、バランスの取れた食事の重
要性を理解してもらい、地産地消を推進する事業

成長期の児童生徒に栄養バランスのとれた美味しい給食を提供するとともに、安
全・安心に加え、安定したセンター運営を行うために学校給食センターの再整備を
行う事業

栄養教諭による学校訪問等の食習慣に関する指導や、食育だよりによる周知などに
より、生活習慣病を知り、予防する取組みを推進するもの

事業概要

1 学校給食における食育・地産地消
学校給食における新鮮で安全・安心な地元食材の使用を通した食文化や環境に関す
る学びや、栄養教諭による学校訪問等により、子どもたちが生涯を通じて健やかに
過ごせる心と体を育む取組みを推進するもの

1 学校給食における地産地消を通した食育
学校給食における新鮮で安全・安心な地元食材の使用を通して食文化や環境に関す
る学びや、栄養教諭による学校訪問等により、子どもたちが生涯を通じて健やかに
過ごせる心と体を育む取組みを推進するもの

１日のうち２食以上で主食・主菜・副菜の３つのお皿を揃えて食べることにより、
子どもの頃から望ましい食事バランスや量を学んでいくことを推進するもの

事業概要
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指標 実績（R4） 目標（R8） 達成率 方向性 担当課

主要野菜１５品目の長野県産食
材使用率（重量ﾍﾞｰｽ）

29.5% 30,0% 98.3%

小学校学校訪問数
（校）

25 25 100%

中学校学校訪問数
（校）

16 16 100%

提供児童生徒数
（人）

169 継続 ―
継続

（対応食解除への取組みととも
に）

学校給食課

感染症等により、給食を提供で
きなかった日数

1 0 ― 継続 学校給食課

農業体験した子ども・若者数
（延べ人数）

7,539人 8,100人 93% 継続 農政課

再整備基本方針のスケジュール
(案)に基づいた整備箇所数

（か所）
0 0 ―

継続
（令和９年度に１箇所目の新セン

ター稼働を目指します）
学校給食課

―
「１学校給食にお
ける食育・地産地

消」で実施
― ―

統合
食育推進における具体的な取組み

の一つとして取り扱う。
学校給食課

指標 実績（R4） 目標（R8） 達成率 方向性 担当課

主要野菜１５品目の長野県産食
材使用率（重量ﾍﾞｰｽ）

29.5% 30,0% 98.3%

小学校学校訪問数
（校）

25 25 100%

中学校学校訪問数
（校）

16 16 100%

乳幼児健診の該当者への情報提
供割合
(%)

100% 100% 100% 継続 健康づくり課

学校給食課継続

継続 学校給食課
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６　食

通番 事業名

3 おいしく食べよう具だくさんみそ汁運動

4 よくかむ30かみかみ運動～飲み込む前にあと５回～

5 おそとで「残さず食べよう！３０・１０運動」

6 おうちで「残さず食べよう！３０・１０運動」

7 子ども・若者農業体験事業

8 園児を対象とした参加型環境教育事業【再掲】

9 小学校環境教育事業【再掲】

10 健康づくり学習の推進事業

具だくさんのみそ汁にすることで主菜と副菜を一杯で揃えられることを学び、子ど
もの頃からバランスの良い食習慣の定着を図ることを推進するもの。特に、1歳6か
月健診で保護者に対して情報提供し、生活に取り入れられるよう周知する。

子どもの頃からよくかんでおいしく食べるための指導を通じて、将来の生活習慣病
予防や口腔状態の保持・増進につなげることを推進するもの。特に、3歳児健診で保
護者に対して情報提供し、生活に取り入れられるよう周知する。

外食時の食べ残しによる食品ロスを減らすために、乾杯後、最初の30分間とお開き
前10分間は自席で料理を楽しむ“おそとで”「残さず食べよう！３０・１０運動」
を推進する運動

事業概要

家庭から発生する食品ロスを減らすため、毎月10日は「もったいないクッキング
デー」、毎月30日は「冷蔵庫クリーンアップデー」として、“おうちで”「残さず
食べよう！３０・１０運動」を推進する運動

農業体験や加工体験を通して、地域の農業、伝統文化、バランスの取れた食事の重
要性を理解してもらい、地産地消を推進する事業

園児の食べ物に対する「もったいない」意識など、環境意識の醸成を図るために、
保育園・幼稚園の年長児を対象に「ごみの分別と食べ残し」をテーマにした参加型
環境教育を実施する事業

子どもたちの食べ物に対する「もったいない」意識など、環境意識の醸成を図るた
めに、食品ロスをテーマとした環境教育を行い、家庭への波及効果を狙う事業

生活習慣病の予防や健康管理等に関する専門知識を学ぶ講座を開催する事業
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指標 実績（R4） 目標（R8） 達成率 方向性 担当課

1歳6か月健診での周知率
(%)

92% 100% 92% 継続 健康づくり課

3歳児に対しての周知率
(%)

91% 100% 91% 継続 健康づくり課

「残さず食べよう！」推進店・
事業所認定数

376 391 96% 継続 環境・地域エネルギー課

おうちで「残さず食べよう！３
０・１０運動」を認知し、実践

する人の割合
(%)

22% 35% 63% 継続 環境・地域エネルギー課

農業体験した子ども・若者数
（延べ人数）

7,539人 8,100人 93% 継続 農政課

園児の意識変化の割合
（％）

62.2% 65% 96% 継続 環境・地域エネルギー課

実施小学校数
（校）

29 30 97% 継続 環境・地域エネルギー課

実施公民館数
（館）

35 35 100% 継続 生涯学習課・中央公民館
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７　スポーツ

方針１　市民皆スポーツの推進

通番 事業名

1 健康づくり学習の推進事業【再掲】

2 学校体育施設開放事業

3 各種スポーツ大会の開催

4 パラスポーツ普及啓発事業

5 スポーツ推進委員事業

6 競技会・大会開催補助事業

7 大会出場祝金の交付事業

方針２　スポーツの魅力の発信

通番 事業名

1 パラスポーツ普及啓発事業

2 姉妹都市親善スポーツ交歓大会の開催

3 都市間交流事業

4 プロスポーツ賑わい創出事業

生活習慣病の予防や健康管理等に関する専門知識を学ぶ講座を開催する事業

地域住民の体育・スポーツ活動の場として、学校体育施設を登録団体に計画的に開
放する事業

生涯体育の観点から、地区体育協会と連携を図りながら、各種スポーツ大会を開催
する事業

誰もがスポーツに関心を持ち、生涯スポーツ・パラスポーツを通じた共生社会の実
現の一助とする事業

スポーツに深い理解と熱意のある方をスポーツ推進委員として委嘱し、地域スポー
ツに関する指導・助言や実技指導を行う事業

競技スポーツの振興と充実を図るために、市内で開催されるブロック大会以上の競
技大会に対して、開催補助金を交付する事業

スポーツの振興を図るために、ブロック大会以上の各種競技会に出場する市民に対
して、祝い金を交付する事業

事業概要

誰もがスポーツに関心を持ち、生涯スポーツ・パラスポーツを通じた共生社会の実
現の一助とする事業

姉妹都市提携を記念して、市民相互の親睦とスポーツ交流により親交を深めるため
に、スポーツ交歓大会を開催する事業

文化・観光交流協定に基づく文化・観光交流の一環として、スポーツ交流事業を実
施する事業

プロスポーツを応援・観戦することにより、「みる」スポーツの機会を創出する事
業

事業概要
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指標 実績（R4） 目標（R8） 達成率 方向性 担当課

実施公民館数
（館）

35 35 100% 継続 生涯学習課・中央公民館

登録団体数
（団体）

345 継続 － 利用状況を見ながら団体数を維持 スポーツ事業推進課

実施地区数
（地区）

29 35 83% 継続 スポーツ事業推進課

参加人数
（人）

642 800 80%

パラスポーツの普及啓発のため、
より多くの市民に認知、参加して
いただくよう取組を継続、拡大し
ていく必要あり

スポーツ事業推進課

委員数
（人）

90 90 100% 継続 スポーツ事業推進課

大会数
（件）

9 継続 －
競技スポーツの振興と充実を図る
ため事業継続

スポーツ事業推進課

交付人数
（人）

1,302 継続 －
スポーツの振興を図るため事業を
継続

スポーツ事業推進課

指標 実績（R4） 目標（R8） 達成率 方向性 担当課

ホームページ閲覧数
（回）

1,946 7,400 26% 継続 スポーツ事業推進課

参加人数
（人）

89 継続 － 今後も交歓大会を継続 スポーツ事業推進課

参加人数
（人）

115 継続 － 今後も都市間スポーツ交流を継続 スポーツ事業推進課

松本山雅FCパブリックビューイ
ング開催時における市民観戦者

数
なし 廃止 0% 事務事業の見直しにより廃止 商工課
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７　スポーツ

通番 事業名

5 松本マラソンの開催

6 女子野球タウン推進事業

方針３　スポーツ団体・リーダー育成の推進

通番 事業名

1 スポーツ団体に対する団体補助事業

2 競技大会実行委員会に対する支援事業

3 プロスポーツ地域交流活動促進事業

4 部活動指導員配置事業【再掲】

5 中学校部活動地域移行

方針４　スポーツ施設等の環境整備

通番 事業名

1 スポーツ施設整備改修事業

スポーツ団体との連携を図るために団体運営補助金を交付し、生涯にわたって健康
で生きいきと暮らせる市民皆ス
ポーツのまちづくりを進める事業

競技スポーツの振興と充実を図るために、実行委員会に対する大会運営の財政的支
援を行い、市民皆スポーツのまちづくりを進める事業

プロスポーツ選手が市内中学校部活動を指導し、「子どものスポーツ活動の推進」
を図る事業
※３年で市内中学校を１巡（R３～５）

教職員の負担軽減と中学生の部活動環境の充実のために部活動指導員や地域アス
リート、学生アスリートを配置する事業

休日における学校部活動の地域連携や地域クラブ活動への移行について、令和５年
度から令和７年度までの国の「部活動改革推進期間」に合わせ、学校や地域の実情
に応じて、地域のスポーツ団体及びプロスポーツとの連携や活用等により、地域に
おける受け皿の整備や指導者の質及び量の確保等によるスポーツ環境の整備を進め
ていくもの

事業概要

大規模スポーツイベントの開催を通じて、ボランティアが大会を支えて生まれる一
体感ややりがいを広く発信し（「支える」スポーツ）、スポーツへの関心を高める
ことで地域活性化や交流促進につなげていくとともに、「するスポーツ」の機会の
創出を通して、健康づくりへの意識を高めスポーツの魅力を伝える事業

女子野球タウン認定を契機に、本市、全日本女子野球連盟、スポーツ団体等が連
携、協力しながら女子野球の普及・振興をはじめ、女子野球を活用した女性スポー
ツの推進及びジェンダー平等の実現を目指し、地域活性化を図るもの

事業概要

事業概要

誰もが生涯にわたって身近な場所で、手軽にスポーツに親しむことができ、いつで
も、どこでも体力づくりや健康づくりに参加できるための施設整備を計画的に進め
る事業
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指標 実績（R4） 目標（R8） 達成率 方向性 担当課

ボランティア人数
（人）

1,792 2,000 90% 継続 スポーツ事業推進課

松本市の女子野球人口
（人）

76 90 84% 継続 スポーツ事業推進課

指標 実績（R4） 目標（R8） 達成率 方向性 担当課

交付団体数
（団体）

74 継続 －
生涯スポーツの推進を図るためス
ポーツ団体への補助事業を継続

スポーツ事業推進課

支援団体数
（団体）

1 継続 －
競技スポーツの振興を図るため大
会実行委員会への財政支援を継続

スポーツ事業推進課

満足度
（５段階評価）

4.8 － － R５で事業終了 スポーツ事業推進課

配置校数
（校）

8 18 44% 継続 学校教育課

公認スポーツ指導者資格取得補
助金交付件数

（件）
－ 31 －

指導者の確保が課題となることか
ら今後も継続した支援が必要

スポーツ事業推進課

指標 実績（R4） 目標（R8） 達成率 方向性 担当課

施設、設備の更新改修 ５施設に係る事業 計画的に実施 100% 継続 スポーツ施設整備課
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８　地域

方針１　放課後の子どもの居場所づくりの推進

通番 事業名

1 放課後子ども教室【再掲】

2 児童館・児童センター整備事業【再掲】

3 児童館管理運営事業【再掲】

4 青少年の居場所づくり事業【再掲】

方針２　学校・家庭・地域の連携・協働の推進

通番 事業名

1 まつもと子どもスマイル運動

2 松本版コミュニティスクール事業【再掲】

3
子どもの支援・相談スペース「はぐルッポ」運営事
業
【再掲】

4 青少年育成センター運営事業

5 地区の皆さん等と語る会

放課後や休日に気軽に立ち寄り仲間と一緒にスポーツをしたり、交流の輪を広げた
りすることができる場や機会を保障する事業

6 学校の魅力化を推進する取組み【再掲】

多様な学びの在り方の検討を通して、地域の物的・人的資源や特性を生かした魅力
ある学校づくりを推進していく取組み
先進的な学校変革の取り組みを支援するリーディングスクールMatsumotoサポート事
業や、特色ある学校への区域外通学を可能とする小規模特認校制及び松本デュアル
スクールを実施

事業概要

地域や家庭において大人が積極的に子どもと関わりを持ち、共に笑顔で暮らせる地
域社会を目指し、「スマイルバンド」（シリコン製リストバンド）を身に付けた大
人が、子どもの登下校時の見守りや、声かけ・あいさつ等を行う事業

「松本版コミュニティスクール」の仕組みを活用し、地域・保護者・学校などが子
どもや地域に対する願いや思いを共有し連携・協働しながら子どもを育てる「地域
とともにある学校づくり」を推進する事業

様々な事情で学校に通うことができない子どもや悩みを抱えている子どものための
居場所を提供し、一人ひとりの思いに寄り添いながら、生活支援・学習支援・保護
者支援を行う事業

青少年の健全育成と非行防止のために、市街地や地域での街頭補導・環境浄化等を
行ったり、隔月1回発行する「育成センターだより」を通じた広報活動を行う事業

市民ニーズや新たな取組みを始めた学校・家庭・地域の意見を教育施策に反映させ
るために、教育委員が市民や児童生徒等と様々な教育課題について意見交換するこ
とを通じて、地域に密着した教育行政の推進を図る事業（R4年度は新型コロナによ
り休止）

事業概要

小学校の余裕教室や校庭等を利用し、地域住民の参加を通して放課後の子どもの居
場所を確保する事業

地域の児童の遊びの拠点や放課後児童健全育成事業の実施場所を整備する事業

市内26児童館・児童センターで、18歳までの子どもに健全な遊びの場を提供するこ
とを目的として、留守家庭児童対策である「放課後児童健全育成事業」や未就園児
とその保護者のための「つどいの広場事業」を実施する事業
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指標 実績（R4） 目標（R8） 達成率 方向性 担当課

延べ利用児童数
（人）

3,515 6,000 59%

継続
(支援員の確保ができず、H30年度
以降2校で休止となっているた

め、再開または、他小学校区での
実施について、松本市放課後子ど
も総合プランに基づき検討してい

く。）

こども育成課

改築が必要な木造施設数
（館）

3 3 100%

継続
（個別施設計画、松本市公共施設
再配置計画に基づき、他の公共施
設の統合等を含めて整備計画を検

討する。）

こども育成課

年間延べ利用者数
（人）

377,587 － － 継続 こども育成課

利用者数
（人）

1,173 6,000 20%
継続

（青少年の実情を踏まえ、継続実
施に加え拡充を検討したい。）

こども育成課

指標 実績（R4） 目標（R8） 達成率 方向性 担当課

登録者数
(人）

1,299 1,500 87%

継続
（地域全体で子どもを見守ること
で、子どもが笑顔で安心して過ご

せるまちを目指す。）

こども育成課

事業の実施
（運営委員会数）

44

44運営委員会の全
てにおいて見守り
活動、あいさつ運

動の取組み

100% 継続 生涯学習課・中央公民館

居場所利用者数
（人）

2,836 2,000 100%

継続
（引き続き、不登校状態にある市
内の小中学校を対象都市、居場所
の提供、学習のサポートや相談業

務を実施する。）

こども育成課

たより発行部数
（部）

1,750 1,830 96% 継続 こども育成課

開催回数
（回）

0 3 0% 継続 教育政策課

リーディングスクール実践校
（校）

0 16 0%

制度による区域外就学者数
（人）

16 25 64%

継続 教育政策課
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８　地域

方針３　地域づくりの推進

通番 事業名

1 子ども会育成連合会支援事業

2 地域課題学習等による地域づくりの推進【再掲】

3 大学・専門学校等との連携【再掲】

5 公民館報の発行【再掲】

7 公民館委員会活動の充実【再掲】

8

未来へつなぐ私たちのまちづくりの集いの開催（公
民館研究集会・地域づくり市民活動研究集会合同開
催）
【再掲】

隔月で年間6回、公民館活動の実施状況、お知らせ等の情報を提供する事業

6 公民館運営審議会の運営【再掲】
総合的な地域づくり拠点としての公民館の在り方など、公民館運営・機能等に関す
る審議を行う事業

伝統行事や夏祭りなど、地区ごとに子ども会活動を行っている各地区育成会の活動
を支援する事業。地域のリーダーの育成と資質向上のために、ジュニアリーダー会
の活動を支援する事業

地域課題の解決や地域づくり人材の育成を推進するために、公民館を中心に地域づ
くり学習会などを実施する事業

地域課題の解決や地域づくり人材の育成を推進するために、大学との共同研究等を
進めるとともに、各種専門学校の専門性を人材育成に活用するため、補助金交付等
を行う事業

4 市民活動サポートセンター事業
市民活動に関わる人材や団体を育成し、市民活動を推進するためのセミナーや講座
の開催、団体間や様々な活動のネットワーク化を図るための交流会等の開催のほ
か、助成金やイベントなどの情報提供や相談業務を行う事業

9 町内公民館業務の振興【再掲】 町内公民館活動の充実を図るために、委託料を支出する事業

事業概要

地区公民館活動の推進を図るために、公民館委員会の活動を充実させ、市民の事業
参画を図る事業

地域住民、市民活動団体、職員が一堂に会して、公民館活動の検証や地域課題等に
ついて学び合い、お互いの理解を深めることで、松本らしい地域づくりを推進して
いく事業
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指標 実績（R4） 目標（R8） 達成率 方向性 担当課

チビッ子カーニバル参加人数
（人）

－ 700 － 継続 こども育成課

実施公民館数
(館)

35 35 100% 継続 生涯学習課・中央公民館

社会教育実習等の受入れ
（人）

5 7 71% 継続 生涯学習課・中央公民館

累計登録団体数
（団体）

239 367 65%

センター利用者数
（人）

12,324 22,000 56%

発行状況 全戸配布 全戸配布 100% 継続 生涯学習課・中央公民館

開催回数
（回）

0 4 0%

延べ参加人数
（人）

0 80 0%

実施公民館数
（館）

35 35 100% 継続 生涯学習課・中央公民館

参加人数
（人）

450 400 113% 継続
地域づくり課

生涯学習課・中央公民館

委託料
（実施率）

95% 100% 95%

1～ 200世帯：30,000円
（実施率）

95% 100% 95%

201  ～ 400世帯：31,000円
（実施率）

95% 100% 95%

401世帯～：32,000円
（実施率）

100% 100% 100%

地域づくり課

継続 生涯学習課・中央公民館

継続

生涯学習課・中央公民館
継続

（世帯数に応じて対応）

87



８　地域

通番 事業名

10 地域づくり推進事業

11 町内公民館と地区公民館の連携強化【再掲】

12 白骨温泉の噴湯丘と球状石灰石保存整備事業

13 まつもと文化遺産活用事業

14 松本藩領ミュージアム

15 教育委員と他団体との意見交換等

17 子どもの権利啓発事業【再掲】

18 ユースサポート事業

16 学校の魅力化を推進する取組み【再掲】

多様な学びの在り方の検討を通して、地域の物的・人的資源や特性を生かした魅力
ある学校づくりを推進していく取組み
先進的な学校変革の取り組みを支援するリーディングスクールMatsumotoサポート事
業や、特色ある学校への区域外通学を可能とする小規模特認校制及び松本デュアル
スクールを実施

市と地域組織との関係の整理、地区の事務局体制の検討、地区の課題の把握、市民
や職員の意識啓発等を行い、地域の仕組みづくり、庁内関係部署の連携強化、地区
における行政支援の体制づくりを推進する事業

町会や地区の抱える課題を掘り下げ、方策を議論する意見交換や研修、相談業務等
の充実を図る事業

保存活用計画に基づき、教育や観光の面から地域振興に寄与できるよう整備に取り
組む事業

松本市歴史文化基本構想・松本市文化財保存活用地域計画に基づき、地域の指定・
未指定文化財の保存活用を図る事業

中信地区（江戸時代の松本藩領）を対象として歴史・民俗系博物館と連携しなが
ら、松本平の歴史・文化を学ぶ事業

事業概要

PTA連合会等の関係団体や外部団体、附属機関に対して、教育委員会の取組みを説明
し、各種団体と意見交換を行う事業

子どもの権利条例の基本理念に基づき、子どもに関わるすべての大人が連携し、協
働して、すべての子どもにやさしいまちづくりを進めるために、子どもだけでな
く、子どもに関わる大人も含め、市民全体に、子どもの権利に対する理解が広がる
よう、積極的に普及・啓発に取り組む事業

高校生や大学生等の若者が地域や多様な人と関わる機会を創出し、地域への愛着や
関心を高めるとともに、まちづくり等において活躍できるよう若者の活動を総合的
に支援する。
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指標 実績（R4） 目標（R8） 達成率 方向性 担当課

実施内容
・センター強化モ
デルを4地区から8
地区に拡大

・モデル4地区の
取組みによる地域
づくりセンター強
化の検証
・地域の現状や社
会情勢等を踏まえ
た地域づくり実行
計画の見直し

― 拡大 地域づくり課

実施公民館数
（館）

35 全35館 100% さらなる充実 生涯学習課・中央公民館

令和5年度整備完了
観察路等の整備に
向けた測量設計を

実施
－ －

令和2年度から、保存活用計画に
基づく保存整備事業に移行

文化財課

まつもと文化遺産の認定数 7 11 64% 継続 文化財課

講座・バス見学等の開催回数
（回）

0 4 0%
実施方法について検討しながら継

続実施
博物館

団体数
（団体）

2 3 67% 継続 教育政策課

リーディングスクール実践校
（校）

0 16 0%

制度による区域外就学者数
（人）

16 25 64%

パンフレット等配布回数
（回）

2 2 100%

継続
（幼少期から大人（保護者）ま

で、段階に応じた子どもの権利の
周知・啓発に務める。）

こども育成課

探究学習支援連携高校数
（校）

2 6 33% 拡大 地域づくり課

継続 教育政策課
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９　文化芸術・歴史

方針１　文化芸術・歴史の魅力の発信

通番 事業名

2 展覧会開催事業

3 まつもと市民芸術館の自主事業

4 博物館施設全体事業の広報

5 松本城歴史資料保存事業

6 松本城各種行事運営事業

7 展覧会開催事業【再掲】

方針２　文化遺産の保存と活用

通番 事業名

1 文化財記録保存事業

2 指定文化財保存等活動団体補助事業

市内の無形民俗文化財や近代化遺産等、今後失われるおそれや変容のおそれがある
文化財の現状を記録し、保存・伝承を図る事業

指定文化財を地域で保存していくための活動を行っている団体に対して、補助金を
交付する事業

国内外の優れた美術や郷土に密着したテーマの展示など、地域の総合美術館として
の特色を生かした展覧会を開催する事業

市民福祉の増進や文化芸術の振興のために、創造発信型事業、鑑賞・招へい型事
業、教育普及・育成・市民参加型事業、アウトリーチを行う事業

広報まつもと、まるごと博物館行事案内等に関わる広報事業

藩主戸田家関係文書（徳川林政史研究所所蔵）や早稲田大学図書館特別
資料室所蔵水野家記録の複写の入手など、松本城の調査研究のために必
要な古文書・絵図の収集・保存・活用を図る事業

松本城の魅力向上による誘客促進や市民の松本城への愛着を醸成していくために、
松本城を会場とする各種行事（夜桜会、薪能、古式砲術演武、お城祭りなど）を開
催する事業

1 美術・博物館資料の収集事業
松本市美術館・松本市立博物館の収集方針に基づき、かけがえのない美術遺産・博
物館資料を収集し、次世代に引き継ぐ事業

事業概要

松本の自然や歴史文化に対する市民の関心を高め、人の交流・観光に資するため
の、資料の収集・調査研究からなる企画展・特別展を開催する事業

事業概要
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指標 実績（R4） 目標（R8） 達成率 方向性 担当課

作品購入数
（点）

3 継続 ― 継続

寄贈数
（点）

11 継続 ― 継続

寄贈数
（点）

163 継続 ― 継続 博物館

企画展数
（本）

4 継続 ― 継続 美術館

事業数
（事業）

32 35 91% 継続 文化振興課

配付部数
（部）

600 600 100%
広報の方法についてアソシエイト
プロデューサー及び指定管理者と
協議しながら継続

博物館

徳川林政史研究所所蔵戸田
家文書の複写の入手

(％）
100

早稲田大学図書
館特別資料室所
蔵水野家記録の

複写の入手

100% 継続 文化財課

参加人数
（人）

50,000 70,000 71% 継続 松本城管理課

企画展数
（本）

8 5 160% 継続 博物館

指標 実績（R4） 目標（R8） 達成率 方向性 担当課

− 1 継続 － 継続 文化財課

補助金交付件数
（件）

15 継続 － 継続 文化財課

美術館
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９　文化芸術・歴史

通番 事業名

3 文化財指定等推進事業

4 文化財建造物の耐震診断

6 市所有文化財保存整備事業

7 文化財修理事業

8 史跡弘法山古墳再整備事業

9 南・西外堀復元事業

10 石垣修理事業

11 松本城天守耐震対策事業

12 堀浄化対策事業

13 松本城黒門・太鼓門耐震対策事業

14 松本城防災設備整備事業

市が所有する文化財の保存整備を計画的に実施する事業

指定文化財の保存のための修理に対して、補助金を交付する事業

国史跡弘法山古墳について、保存活用計画等の策定を経て再整備を行う事業

貴重な文化財について国・県・市の文化財指定等を進め、保存活用を図る事業

市が所有する国・県・市指定の文化財建造物の耐震診断や耐震対策の実施・指導を
行う事業

5 文化財保存活用推進事業
文化財パトロール、文化財の環境整備、講演会等を松本市地域文化財連絡協議会に
委託して推進する事業

「松本城およびその周辺整備計画」や「松本市歴史的風致維持向上計
画」に基づき、都市計画道路内環状北線整備事業と一体的に南・西外堀
を復元する事業

平成14年～15年度に実施した史跡松本城石垣現況調査の結果に基づき、
危険度の高い石垣から修理を計画的に進める事業

平成26～28年度に実施した耐震診断結果に基づき、松本城天守の耐震対
策工事を実施する事業

松本城の堀内の堆積物除去（しゅんせつ）に計画的に取り組み、松本城
の歴史的景観の向上を図る事業

地震時の来場者の安全確保を目的に、松本城黒門・太鼓門の耐震診断を
実施し、その結果に基づく耐震対策を行う事業

防災に対する取組みを強化するために、松本城の防災設備の見直しを図
る事業

事業概要
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指標 実績（R4） 目標（R8） 達成率 方向性 担当課

国・県・市の指定等文化財の件
数

（件）
372 385 97%

拡大
（追加）

文化財課

耐震基礎診断を完了した市所有
の国・県・市指定文化財建造物

の件数
（件）

1 6 17% 継続 文化財課

講演回数
（回）

2 －

整備地区
（地区）

4 －

− 3 継続 － 継続 文化財課

補助金交付件数
（件）

3 継続 － 継続 文化財課

保存活用計画策定（令和７年
度）を経て、整備基本計画策定

（令和９年度）

保存活用計画策定
に向け、発掘調査

を実施

整備基本計画策定
に着手

－

継続
（保存活用計画で定める保存活用
の基本方針等に基づき、整備基本

計画を策定）

文化財課

－ － 継続 － 継続 文化財課

－ － － －
令和12年度以降

第２次史跡整備基本計画で
検討

文化財課

－ 基本計画の検討
耐震対策工事

実施設計の完了
－ 継続 文化財課

－
堀浚渫工事
実施設計

内堀の浚渫完了
外堀の浚渫着手

－ 継続 文化財課

－
太鼓門一の門・

二の門の
耐震対策

太鼓門耐震対策
の完了

－ 継続 文化財課

－
送水設備の
新設・更新

防災設備整備工
事の完了

－ 令和６年度完了予定 文化財課

継続 継続 文化財課
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９　文化芸術・歴史

通番 事業名

15 松本城世界遺産登録推進事業

16 旧開智学校校舎耐震対策事業

17 旧開智学校校舎防災設備整備事業

18 小笠原氏城館群史跡整備事業

19 殿村遺跡史跡整備事業

方針３　表現・学習・交流・鑑賞の場づくりの推進

通番 事業名

1 まつもと演劇祭

2 国際音楽祭事業

4 市芸術文化祭

5 子ども交流事業

6 子ども情報誌「集まれ松本キッズ」の発行

市内で市民芸術・文化活動を専門的に行っている団体・個人が互いの活動を披露す
る機会を設ける事業

松本市の子どもたちが、子どもの権利を推進している自治体の子どもたちと意見交
換や異なる文化や自然に触れる体験を通して、互いの交流を深める事業

子どもの体験活動や家庭教育に関する情報を掲載した子ども向け情報誌を発行する
事業

3 教育普及事業
参加・体験型のワークショップや講座など、子どもから大人まで美術の実践のきっ
かけを提供する事業

旧開智学校校舎防災計画に基づき、防災設備の改修・整備を行う事業

国史跡小笠原氏城跡（井川城跡、林城跡）について、整備基本計画の策定を経て整
備を行う事業

殿村遺跡について、史跡指定、保存活用計画の策定を経て整備を行う事業

まつもと演劇連合会等で構成された実行委員会に補助金を交付する事業

「楽都」松本としての実践活動である「セイジ・オザワ 松本フェスティバル」への
共催・支援協力を行うとともに、独自の関連事業を展開し、音楽文化の発展と地域
の振興を図る事業

世界遺産登録のために、必要な調査研究や市民への普及啓発を実施する事業

旧開智学校校舎の耐震対策工事を実施し、文化財の保存・整備を図る事業

事業概要

事業概要
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指標 実績（R4） 目標（R8） 達成率 方向性 担当課

－

カテゴリーⅠｂ
(Ⅰｂ) 提案地方公共
団体を中心に，当

面，主題に関する学
術的な調査研究を十
分に行い，主題及び
これに基づく資産構
成に関して一定の方
向性が見えた段階

で，関係地方公共団
体により作業を進め

るべきもの

世界文化遺産暫定
一覧表に記載

－ 　　　　　　　　継続 文化振興課

進捗率
（％）

50 100％ 50% 令和6年度に事業完了 博物館

進捗率
（％）

10 100％ 10% 令和6年度に事業完了 博物館

整備基本計画に基づく史跡整備
の実施

整備基本計画策定
に着手

整備基本計画に基
づく史跡整備を実

施
－

継続
（整備基本計画で定める整備項目

を計画的に実施）
文化財課

国史跡指定を経て保存活用計画
を策定（令和９年度）

史跡指定に向け県
教育委員会と協議

を実施

保存活用計画策定
に着手

－

継続
（文化庁、県教委との協議を行

い、地元の理解を得ながら史跡指
定、保存活用計画策定を進める）

文化財課

指標 実績（R4） 目標（R8） 達成率 方向性 担当課

公演数
（公演）

18 45 40% 継続 文化振興課

OMFを鑑賞して、自分も音楽な
どの文化・芸術活動をやってみ

たいと思った人の割合
（％）

66.8% 67% 99.7% 継続 国際音楽推進課

講座数
（講座）

58 継続 －

利用人数
（人）

3,642 継続 －

入場者数
（人）

実行委員会参加数
（団体）
（個人）

18,402 23,000 80% 継続 生涯学習課・中央公民館

実施回数
（回）

1 2 50%

継続
（県内外の子どもたちと引き続き
交流を深め、子どもの成長を促
し、松本のまちづくりを考える

きっかけとする。）

こども育成課

発行回数
（回）

6 6 100%

継続
※紙での配布をやめ、市の公式

ホームページへ掲載し、情報発信
していく。

こども育成課

継続 美術館
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９　文化芸術・歴史

通番 事業名

8 地域文化事業の振興

9 松本城学びと研究事業

7 わら細工と昔の遊び道具作り講座
伝統的な遊びや技術・文化の継承とものづくりへの関心を高めてもらうために、地
元の住民を講師に迎えて、しめ縄作り等の体験学習を行う事業

松本城の歴史的・文化財的価値の理解を図るために、松本城講座、天守床磨き、夏
休み子ども勉強会などの学習の機会を提供する事業

市民の主体的・日常的な文化活動を促進・支援し、創作活動の発表の場と鑑賞の機
会拡充を図るとともに、各種文化事業の実施や団体主催事業の後援など、市民文化
の普及と向上を図る事業

事業概要
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指標 実績（R4） 目標（R8） 達成率 方向性 担当課

開催回数
（回）

3 2 150%

参加人数
（人）

51 55 93%

実施公民館数
（館）

35 35 100% 継続 生涯学習課・中央公民館

学習機会の実施回数
（回）

0 6回 0% 継続 松本城管理課

継続 博物館
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